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 資料編-2 

第１章 擁壁の標準構造図 

第１節 間知石又は間知ブロック練積み造擁壁 

１ 標準構造図の種類 

本標準構造図は、政令第 10条に基づき、背面土の種類が第２種（真砂土、関東ローム、硬質粘

土、その他これらに類するもの）の場合について、背面土の状態（盛土・切土）によって分類し

作成しています。 

 

勾配 

 

高さ／背面土 

θ≦65° 65°＜θ≦70° 70°＜θ≦75° 地耐力（kN/㎡） 

２ｍ 
盛土 ○ ○ ○ 

75 
切土 ○ ○ ○ 

３ｍ 
盛土 ○ ○ ○ 

75 
切土 ○ ○ ○ 

４ｍ 
盛土 ○ ○ ― 

100 
切土 ○ ○ ― 

５ｍ 
盛土 ○ ― ― 

125 
切土 ○ ― ― 

５ｍ 

(土羽付) 

盛土 ― ― ― 
125 

切土 ○ ― ― 

 

２ 標準構造図の利用について 

本構造標準図（印刷する場合のページ設定は、Ａ４版タテ方向としてください。）を用いて許

可申請を行う場合、基礎構造の安全性を確かめた構造計算書の添付は不要としますが、設置条件

及び構造は、市長が安全上支障がないと認める場合を除き、全く同一のものとしなければなりま

せん。また、本市への許可申請以外の目的をもって無断で複製し、又は使用することはできませ

ん。 
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 資料編-3 

θ≦65°
高さ２ｍ（盛土）

縮尺１/20
単位 ㎜

400

300 3
0
0 ９ 400

８ 400

水抜孔は内径 7 5㎜以

上の塩ビ管、その他

これに類する耐水材

料を用いたもので３

㎡当り１ヶ所以上設

ける。

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

コンクリート打ち
(厚さ50)

７ 400

θ

６ 400

20
00

５ 400

４ 400

３ 400

２ 400

3
5
0

2
0
0

栗石・砂利または採石
200 400

１ 400
600

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

3
5
0

2
0
0

600
条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 

栗石・砂利または砕石 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-4 

縮尺１/20
単位 ㎜

400

300 3
0
0 ９ 400

水抜孔は内径 7 5㎜以

上の塩ビ管、その他

これに類する耐水材

料を用いたもので３

㎡当り１ヶ所以上設

ける。

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

コンクリート打ち
(厚さ50)

８ 400

７ 400

θ

６ 400

20
00

５ 400

４ 400

３ 400

２ 400

3
5
0

200 400
１ 400

3
5
0

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

2
0
0

2
0
0

条 件600
１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

θ≦65°
高さ２ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-5 

縮尺１/20
単位 ㎜

400

９ 400

θ

300

3
0
0

８ 400

７ 410

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ

管、その他これに類する耐水

材料を用いたもので３㎡当り

１ヶ所以上設ける。

６ 415
300以上

５ 42520
00

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)
４ 430

３ 440

コンクリート打ち(厚さ50)

２ 445
栗石・砂利または採石

１ 4503
5
0 200 450 600

2
0
0 段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

3
5
0

2
0
0

条 件
650 １．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

65°＜θ≦70°
高さ２ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
 

栗石・砂利または砕石 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-6 

縮尺１/20
単位 ㎜

400

９ 400

θ

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

コンクリート打ち(厚さ50)

300

3
0
0

８ 400

７ 410

６ 415
300以上

20
00

５ 425

４ 430

３ 440

２ 445

１ 4503
5
0 200 450

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

3
5
0

2
0
0

2
0
0

条 件
650 １．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

65°＜θ≦70°
高さ２ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-7 

縮尺１/20
単位 ㎜

400

300

3
0
0

2
0
0

８ 400

７ 415

θ 水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

６ 430

５ 44520
00

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)
４ 460

300以上

３ 475

コンクリート打ち(厚さ50)
２ 490

栗石・砂利または採石

１ 5053
5
0 200

500 600

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

3
5
0

2
0
0

条 件
700 １．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

70°＜θ≦75°
高さ２ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
 

栗石・砂利または砕石 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-8 

縮尺１/20
単位 ㎜

400

300

3
0
0

2
0
0

８ 400

７ 415

θ 水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ

管、その他これに類する耐水

材料を用いたもので３㎡当り

１ヶ所以上設ける。

６ 430

５ 44520
00

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)
４ 460

３ 475

コンクリート打ち(厚さ50)

２ 490

１ 5053
5
0 200

500

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

3
5
0

2
0
0

条 件
700 １．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

70°＜θ≦75°
高さ２ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-9 

縮尺１/30
単位 ㎜

400

13

12 405

400300

3
0
0

10

θ

300以上

５

１
500

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ

管、その他これに類する耐水

材料を用いたもので３㎡当り

１ヶ所以上設ける。

11 415

10 425

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

９ 435

８ 440

30
00

７ 450

コンクリート打ち(厚さ50)

６ 460

５ 470

４ 480

３ 490栗石・砂利または採石

2
0
0

2
0
0

２ 495

4
5
0

１ 505
200 600

4
0
0

段数（ブロック高さ 300）

裏込めコンクリート厚さ

700

条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

θ≦65°
高さ３ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
 

栗石・砂利または砕石 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-10 

縮尺１/30
単位 ㎜

400

13

12 405

400300

3
0
0

10

θ

300以上

５

１
500

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ

管、その他これに類する耐水

材料を用いたもので３㎡当り

１ヶ所以上設ける。

11 415

10 425

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

９ 435

８ 440

30
00

７ 450

６ 460

５ 470

コンクリート打ち(厚さ50)
４ 480

３ 490

２ 495

4
5
0

１ 505
200

4
0
0

2
0
0

2
0
0

段数（ブロック高さ 300）

裏込めコンクリート厚さ

700

条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

θ≦65°
高さ３ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-11 

単位 ㎜

400

10

300以上

12 405300 3
0
0

θ

11 425

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

10 440

９ 460

８ 480

30
00

７ 500

６ 515
栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)
５ ５ 535

４ 555

コンクリート打ち(厚さ50) ３ 575

２ 590

１

200

4
5
0

600 600

2
0
0

2
0
0

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)
１ 610

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

4
0
0

800

条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

65°＜θ≦70°
縮尺１/30

高さ３ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
 

栗石・砂利または砕石 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-12 

縮尺１/30
単位 ㎜

400

10

300以上

12 405300 3
0
0

θ

11 425

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

10 440

９ 460

８ 480

30
00

７ 500

６ 515
栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)
５ ５ 535

４ 555

コンクリート打ち(厚さ50) ３ 575

２ 590

１

200

4
5
0

１ 610
600

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

4
0
0

2
0
0

2
0
0

800

条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

65°＜θ≦70°
高さ３ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-13 

縮尺１/30
単位 ㎜

400

12 400300

3
0
0

2
0
0

2
0
0

11 425

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

10

θ

10 455

９ 485

８ 515
300以上

30
00

７ 540

６ 570

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける) ５ 600５

４ 630

コンクリート打ち(厚さ50) ３ 660

２ 685

4
5
0 200 700 600 栗石・砂利または採石

１ 715１

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

4
0
0

950

条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

70°＜θ≦75°

高さ３ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
 

栗石・砂利または砕石 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-14 

縮尺１/30
単位 ㎜

400

12 400300

3
0
0

2
0
0

2
0
0

11 425

θ

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

10 45510

９ 485

８ 515
300以上

30
00

７ 540

６ 570
栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける) ５ 600５

４ 630

コンクリート打ち(厚さ50) ３ 660

２ 685

4
5
0 200 700

１ 715１

段数(ブロック高さ300)

裏込めコンクリート厚さ

4
0
0

950

条 件

１．地耐力 75ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

70°＜θ≦75°
高さ３ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-15 

θ≦65°
高さ４ｍ（盛土）

縮尺１/40
単位 ㎜

400

300

3
0
0

17

16

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

15

14

13

12

11

９

10

８

７

５

６

605

585

570

550

535

520

500

485

465

450

435

415

400

15

θ

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

4
0
0
0

10

300以上

コンクリート打ち(厚さ50)
５

段数(ブロック高さ300)

１

２

３

４ 620

650

裏込めコンクリート厚さ

670

655

635

栗石・砂利または採石

800
200

１

200

6
0
0

4
5
0

20
0
20
0

850

条 件

１．地耐力 100ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
 

栗石・砂利または砕石 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-16 

θ≦65°
高さ４ｍ（切土）

縮尺１/40
単位 ㎜

400

300

3
0
0

17

16

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。

15

14

13

12

11

９

10

８

７

５

６

605

585

570

550

535

520

500

485

465

450

435

415

400

15

10

300以上

θ

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

4
0
0
0

コンクリート打ち(厚さ50)
５

段数(ブロック高さ300)

１

２

３

４ 620

裏込めコンクリート厚さ

670

655

635

200

１

200
650

6
0
0

4
5
0

20
0
20
0

850

条 件

１．地耐力 100ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-17 

65°＜θ≦70°
縮尺１/40
単位 ㎜

400

17

16

15

14

13

12

11

９

10

８

７

１

２

３

４

５

６

705

680

655

630

605

580

555

530

505

480

455

430

415

400
300

3
0
0

15 水抜孔は内径75㎜以上の塩

ビ管、その他これに類する

耐水材料を用いたもので３

㎡当り１ヶ所以上設ける。θ

40
00

300以上

10

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

５

コンクリート打ち(厚さ50)

裏込めコンクリート厚さ

780

755

730

2
0
0

6
0
0 200

750 800 栗石・砂利または採石
１

段数(ブロック高さ300)

4
5
0

2
0
0

950

条 件

１．地耐力 100ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

高さ４ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
 

栗石・砂利または砕石 
（再生材の使用は不可） 
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 資料編-18 

65°＜θ≦70°
縮尺１/40
単位 ㎜

400

17

16

15

14

13

12

11

９

10

８

７

１

２

３

４

５

６

705

680

655

630

605

580

555

530

505

480

455

430

415

400
300

3
0
0

水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管、

その他これに類する耐水材料を用

いたもので３㎡当り１ヶ所以上設

ける。θ

15

40
00

300以上

10

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

５

コンクリート打ち(厚さ50)

裏込めコンクリート厚さ

780

755

730

6
0
0 200

750
１

段数(ブロック高さ300)

4
5
0

2
0
0

2
0
0

950

条 件

１．地耐力 100ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

高さ４ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
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縮尺１/40
単位 ㎜

400

300

3
0
0

40521

20 42520

19

18

445

17

16

15

14

13

12

11

９

10 640

620

600

575

555

535

510

490

470

θ

水抜孔は内径75㎜以上の塩

ビ管、その他これに類する

耐水材料を用いたもので３

㎡当り１ヶ所以上設ける。

15

50
00

10

300以上 栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

８

７

段数(ブロック高さ300)

１

２

３

４

５

６

775

750

730

710

685

665

５
コンクリート打ち(厚さ50)

裏込めコンクリート厚さ

840

815

795

7
5
0 200

１

200

栗石・砂利または採石

800 1000

5
0
0

2
0
0
2
0
0

1000

条 件

１．地耐力 125ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

θ≦65°
高さ５ｍ（盛土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
 

栗石・砂利または砕石 
（再生材の使用は不可） 
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400

300

3
0
0

40521

20 42520

19

18

445

17

16

15

14

13

12

11

９

10 640

620

600

575

555

535

510

490

470

θ

水抜孔は内径75㎜以上の塩

ビ管、その他これに類する

耐水材料を用いたもので３

㎡当り１ヶ所以上設ける。

15

50
00

10

300以上 栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

８

７

段数(ブロック高さ300)

１

２

３

４

５

６

775

750

730

710

685

665

コンクリート打ち(厚さ50)

５

裏込めコンクリート厚さ

840

815

795

7
5
0 200

１

200
800

5
0
0

20
0
20
0

1000

条 件

１．地耐力 125ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

θ≦65° 縮尺１/40
単位 ㎜

高さ５ｍ（切土）

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 

栗石・砂利または砕石 
（裏面全面に設ける） 
（再生材の使用は不可） 
 



資料編 

 資料編-21 

  

Ｈ≦3.0ｍのとき ａ=100

400 ａ
Ｈ＞3.0ｍのとき ａ=200

45°以下

Ｈ

3
0
0

ａ=100 ａ=200

20

15

10

300以上

５

800 ａ

20
0
20
0

300 50521

525

605

62520

19

18

545

840740

820

９

10

720

800

11

700

775

12

675

755

13

655

735

14

635

710

15

610

690

16

590

670

645

水抜孔は内径75㎜以上の塩

ビ管、その他これに類する

耐水材料を用いたもので３

㎡当り１ヶ所以上設ける。

17

570

θ

50
00

栗石・砂利または採石

(裏面全面に設ける)

875

950850

930830

910

段数(ブロック高さ300)

１

２

３

４

５

６

810

885

７

785

865

コンクリート打ち(厚さ50)

８

765

1040

裏込めコンクリート厚さ

940

1015915

995895

975

7
5
0 200

１

200

5
0
0

1000 ａ

条 件

１．地耐力 125ｋＮ/㎡以上

２．コンクリートの４週圧縮強度

18Ｎ/㎜２以上

θ≦65° 縮尺１/40
単位 ㎜

高さ５ｍ 土羽付（切土）

（再生材の使用は不可） 
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第２節 鉄筋コンクリート造擁壁 

１ 標準構造図の種類 

本標準構造図は、設計編第２章第５節の「鉄筋コンクリート造擁壁構造基準」に基づき、(1)と

(2)の組合せによって分類し作成しています。 

(1) 背面土の土質（ア又はイ） 

ア 背面自然土が地山の関東ロームで、裏込め土を関東ロームとする場合（φ＝20°、C＝０

kN/㎡） 

イ 背面自然土が地山の砂質土で、裏込め土を砂質土とする場合（φ＝30°、C＝０kN/㎡）） 

(2) 基礎地盤の土質（ア又はイ） 

ア 地耐力の下限値（50kN/㎡以上から 200kN/㎡以上）と、地山の関東ローム（φ＝20°、C＝

20kN/㎡）の組合せ 

イ 地耐力の下限値（75kN/㎡以上から 200kN/㎡以上）と、地山の砂質土（φ＝30°、C＝０kN/

㎡）の組合せ 

 

型式 

 

高さ／背面土 

Ｌ型擁壁 
逆Ｌ型擁壁 

つま先あり つま先なし 

１ｍ 関東ローム １Ａ Ｌ1.0 逆Ｌ１ 

1.5ｍ 関東ローム ― Ｌ1.5※ ― 

２ｍ 
関東ローム ２Ａ Ｌ2.0※ 

逆Ｌ２ 
砂質土 ２Ｃ ― 

2.5ｍ 関東ローム ― Ｌ2.5※ ― 

３ｍ 
関東ローム ３Ａ，３Ｂ Ｌ3.0※ 

逆Ｌ３ 
砂質土 ３Ｃ ― 

４ｍ 
関東ローム ４Ａ，４Ｂ 

― ― 
砂質土 ４Ｃ 

５ｍ 
関東ローム ５Ａ 

― ― 
砂質土 ５Ｃ 

  ※ 擁壁縦壁背面にテーパーを付けているものと付けていないものがあります。 

 

２ 標準構造図の利用について 

本構造標準図（印刷する場合のページ設定は、Ａ４版タテ方向としてください。）を用いて許

可申請を行う場合、擁壁の安全性を確かめた構造計算書の添付は不要としますが、設置条件及び

構造は、市長が安全上支障がないと認める場合を除き、全く同一のものとしなければなりません。 

 

３ 標準構造図の構造計算書の閲覧 

本標準構造図の構造計算書は、よこはま建築情報センター（市庁舎２階）及び市民情報センタ

ー（市庁舎３階）にて閲覧の用に供しています。 
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196 

縮尺１/30

Ｌ型擁壁高さ1.0ｍ 単位 ㎜

栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

150 コンクリート打ち(厚さ50)

150

30
0

60

1
0
0
0

300

Ｄ13＠300
250 150 700

Ｄ13＠300

3
5
0 6
0

2
0
0 5

01
5
0

1
5
0

Ｄ13＠300

1100

捨てコンクリート打ち 前壁配筋図

Ｄ13＠300
条 件

１．地耐力50 kN/㎡以上
２．背面土質

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 20°
粘着力 20 kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

底版配筋図

１ Ａ

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 50kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可） 
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 ２Ａ

単位 ㎜
縮尺１/40

Ｌ型擁壁高さ２ｍ

前 面 背 面前 面 背 面
200300

30
0

Ｄ13＠300

栗石・砂利または砕石

Ｄ13＠30040

300

2
0
0
0

（裏面全面に設ける）

コンクリート打ち(厚さ50)

250

60

Ｄ13＠300

1300

1
6
0
0

2
0
0

250250

Ｄ13＠300

4
0
0

2
5
0

2
0
0 5
02
0
0

1800

6
0

6
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

前壁配筋図捨てコンクリート打ち

1200

Ｄ13＠300 Ｄ13＠300

上
面

Ｄ13＠300
条 件

１．地耐力100 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 20°
粘着力 20 kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

下
面

Ｄ13＠300

1200

底版配筋図

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 100kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可） 
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 ３Ａ

Ｌ型擁壁高さ３ｍ 単位 ㎜
縮尺１/50

前 面 背 面200400

30
0

栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ16＠300Ｄ13＠300

Ｄ13＠300

300

40

3
0
0
0

60

2
5
0

3
5
0

350250 2500

2
3
5
0

350

Ｄ16＠300

5
0
0

2
0
0

5
02
0
06
0

3100

6
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

前壁配筋図
捨てコンクリート打ち

2100

Ｄ16＠300 Ｄ16＠300

上
面 Ｄ13＠300

Ｄ13＠300

条 件
１．地耐力100 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 20°
粘着力 20 kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

下
面

Ｄ13＠300

2100

底版配筋図

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 100kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可） 
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 ３Ｂ

Ｌ型擁壁高さ３ｍ
縮尺１/50
単位 ㎜

前 面 背 面前 面 背 面200400

30
0

300

栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

2000

350
コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ13＠300

Ｄ16＠300Ｄ13＠300

40

3
0
0
0

60

2
5
0

3
5
0

350250

2
3
5
0

5
0
0

2
0
0

5
02
0
0

Ｄ16＠300

6
0

6
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

2600 前壁配筋図
捨てコンクリート打ち

1750

Ｄ16＠300 Ｄ16＠300

上
面

Ｄ13＠300 条 件
１．地耐力150 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

下
面

Ｄ13＠300

1750

底版配筋図

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 150kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可）
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 ４Ａ

Ｌ型擁壁高さ４ｍ
縮尺１/60
単位 ㎜

前 面 背 面前 面 背 面
250500

30
0

Ｄ19＠300栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

300
40

Ｄ13＠300

4
0
0
0

500

60

2750

4
005
00

500250

3
10
0

コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ13＠300

Ｄ19＠300

6
50

2
0
0 5
02

5
0

6
0

6
0

Ｄ13＠300

前壁配筋図

Ｄ13＠300

捨てコンクリート打ち

3500

2350

Ｄ19＠300 Ｄ19＠300

上
面

Ｄ13＠300 条 件
１．地耐力150 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

下
面

2350

Ｄ13＠300

底版配筋図

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 150kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可） 
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４Ｂ

Ｌ型擁壁高さ４ｍ 縮尺１/60
単位 ㎜

前 面 背 面
250500

30
0

栗石・砂利または砕石 Ｄ19＠300

（裏面全面に設ける）
40

300

40
00 60 Ｄ13＠300

コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ13＠300

500

4
005
00

500250

2550

3
10
0

6
50

Ｄ19＠300

6
0

6
0

2
00

2
50

5
0

捨てコンクリート打ち

3300 Ｄ13＠300

前壁配筋図

Ｄ13＠300

2200

Ｄ19＠300 Ｄ19＠300

上
面

Ｄ13＠300 条 件
１．地耐力200 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

下
面

2200

Ｄ13＠300

底版配筋図

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

 条  件 
１．地耐力 200kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可） 



資料編 

 資料編-29 

縮尺１/60
単位 ㎜

Ｌ型擁壁高さ５ｍ

前 面 背 面
300550

6
00

30
0

Ｄ22＠300

栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

300

50
00

40 Ｄ16＠300

60

5
00

600250
600

3450

コンクリート打ち(厚さ50) 3
90
0

60

Ｄ13＠300

Ｄ22＠300

Ｄ13＠300

8
00

6
0

2
00

5
03
00

4300

Ｄ16＠300

前壁配筋図
捨てコンクリート打ち

2900

Ｄ25＠300 Ｄ22＠300

上
面

Ｄ16＠300

Ｄ13＠300

条 件
１．地耐力200 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ
管その他これに類する耐水材料
を用いたもので３㎡当り１ヶ所
以上設けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

2900

下
面

Ｄ16＠300

底版配筋図

５Ａ

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

  条  件 
１．地耐力 200kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可） 



資料編 

 資料編-30 

縮尺１/40Ｌ型擁壁高さ２ｍ
単位 ㎜

前 面 背 面前 面 背 面
200300

30
0

Ｄ13＠500 Ｄ13＠500
40

栗石・砂利または砕石

300

2
0
0
0

（裏面全面に設ける）250250
60

1100

1
6
0
0250

コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ13＠500 Ｄ13＠500

2
0
0

2
5
0

4
0
0

2
0
0

5
0

2
0
0

6
0

6
0

1600

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

前壁配筋図
捨てコンクリート打ち

1100

Ｄ13＠500 Ｄ13＠500

上
面

Ｄ13＠300

条 件
１．地耐力75 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 18 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

下
面

Ｄ13＠300

Ｄ13＠500

1100

底版配筋図

２Ｃ

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

  条  件 
１．地耐力 75kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 18kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 0 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可） 



資料編 

 資料編-31 

縮尺１/50Ｌ型擁壁高さ３ｍ
単位 ㎜

前 面 背 面前 面 背 面200400

30
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

Ｄ13＠300

300

3
0
0
0

40

60

2
5
0

3
5
0

350250 1900

350

2
3
5
0コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ13＠300

5
0
0

2
0
0

5
02
0
06
0

2500

6
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

前壁配筋図
捨てコンクリート打ち

1700

Ｄ13＠300 Ｄ13＠300

上
面

Ｄ13＠300
条 件

１．地耐力100 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 18 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

下
面

Ｄ13＠300

Ｄ13＠300

1700

底版配筋図

３Ｃ

196 

縦壁配筋図 
縦壁配筋図 

㎥ 

  条  件 
１．地耐力 100kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 18kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 0 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可） 



資料編 

 資料編-32 

縮尺１/60
Ｌ型擁壁高さ４ｍ 単位 ㎜

前 面 背 面前 面 背 面
250450

30
0

Ｄ16＠300
栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

Ｄ13＠300

300

4
0
0
0 Ｄ13＠300

40

450

60

3
5
0

4
5
0

450250
2100

3
1
0
0

コンクリート打ち(厚さ50)

Ｄ16＠300

6
0
0

2
0
0

5
0

2
5
06
0

2800

6
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

前壁配筋図

捨てコンクリート打ち

1900

Ｄ16＠300 Ｄ16＠300

上
面 条 件

１．地耐力150 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 18 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

下
面

Ｄ13＠300

Ｄ13＠300

1900

底版配筋図

４Ｃ

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

  条  件 
１．地耐力 150kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 18kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 0 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可） 
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 資料編-33 

背 面前 面

300500

3
85
0

30
0

5
50

Ｄ19＠300

栗石・砂利または砕石
（裏面全面に設ける）

300

50
00

Ｄ13＠30040

60

4
50

550250 550

2500

Ｄ13＠300

コンクリート打ち（厚さ50）

Ｄ19＠300

60

7
50

2
00

3
006
0

5
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

捨てコンクリート打ち

3300

前壁配筋図

2200

Ｄ19＠300 Ｄ19＠300

上
面

条 件
１．地耐力200 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 18 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 30°
粘着力 ０ kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

Ｄ13＠300

下
面

2200

Ｄ16＠300

底版配筋図

Ｌ型擁壁高さ５ｍ 縮尺１/60
単位 ㎜

５Ｃ

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

  条  件 
１．地耐力 200kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 18kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 30° 
  粘着力 0 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可） 
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 資料編-34 

6
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0
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5
0

150

150

1
5
0

150

1,2 00

1
5
0

3
5
0

1
,
0
0
0

縦壁配筋図

底版配筋図

Ｌ型擁壁高さ 1.0ｍ Ｌ1.0

縮尺 1/30

単位　mm

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

1
5
0

 透水マット又は砕石等

3
0
0

60

300

 D13@250

 止水コンクリート(50mm厚)

設計条件 
１．地耐力 65 kN/㎡以上 
２．背面土 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０ kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75mm以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を 
  用いたもので３㎡当たり１箇所 
  以上設けること。 
５．鉄筋の引張応力度 

196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 
215N/㎜ 2以上（D19以上 D29未満 SD345） 

６．コンクリートの圧縮応力度 21Ｎ/mm2以上 
７．表面載荷重 10kN/㎡ 

（再生材の使用は不可） 
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 資料編-35 
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縦壁配筋図

底版 筋

前面　　背面

下
面
　
　
上
面

 D13@250 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

Ｌ型擁壁高さ 1.5ｍ Ｌ1.5

縮尺 1/30

単位　mm

※　縦壁及び底版の先端厚さは、元端厚さと同一とすることができる。

※

※

 止水コンクリート(50mm厚)

 透水マット又は砕石等

3
0
0

300

 D13@250

設計条件 
１．地耐力 85 kN/㎡以上 
２．背面土 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０ kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75mm以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を 
  用いたもので３㎡当たり１箇所 
  以上設けること。 
５．鉄筋の引張応力度 

196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 
215N/㎜ 2以上（D19以上 D29未満 SD345） 

６．コンクリートの圧縮応力度 21Ｎ/mm2以上 
７．表面載荷重 10kN/㎡ 

（再生材の使用は不可） 
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 資料編-36 
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 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

 D13@250

下
面
　
　
上
面

前面　　背面

底版配筋図

縦壁配筋図

Ｌ型擁壁高さ 2.0ｍ Ｌ2.0

縮尺 1/40

単位　mm

6
0

60 60

 D13@250

 D13@250

3
0
0

6
0

※　縦壁及び底版の先端厚さは、元端厚さと同一とすることができる。

※

※

 止水コンクリート(50mm厚)

 透水マット又は砕石等

300

 D13@250

設計条件 

１．地耐力 100 kN/㎡以上 
２．背面土 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０ kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75mm以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を 
  用いたもので３㎡当たり１箇所 
  以上設けること。 
５．鉄筋の引張応力度 

196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 
215N/㎜ 2以上（D19以上 D29未満 SD345） 

６．コンクリートの圧縮応力度 21Ｎ/mm2以上 
７．表面載荷重 10kN/㎡ 

（再生材の使用は不可） 
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 資料編-37 
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 D13@250

 D13@250

 D13@250 D13@250

縦壁配筋図

 D13@250

底版配筋図

 D13@250

縮尺 1/50

単位　mm

Ｌ型擁壁高さ 2.5ｍ Ｌ2.5

 D13@250 D16@250

 D13@250

 D13@250

※　縦壁及び底版の先端厚さは、元端厚さと同一とすることができる。

 透水マット又は砕石等

※

※

 止水コンクリート(50mm厚)

300

3
0
0

300

 D13@250

設計条件 
１．地耐力 100 kN/㎡以上 
２．背面土 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０ kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75mm以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を 
  用いたもので３㎡当たり１箇所 
  以上設けること。 
５．鉄筋の引張応力度 

196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 
215N/㎜ 2以上（D19以上 D29未満 SD345） 

６．コンクリートの圧縮応力度 21Ｎ/mm2以上
７．表面載荷重 10kN/㎡ 

（再生材の使用は不可） 
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 D13@250 D13@250

 D16@250

 D16@250

 D16@250

 D19@250

60

6
0

6
0

縮尺 1/50

単位　mm

350

3,3 00

下
面

　
上

面

前面　背面

縦壁配筋図

底版配筋図

Ｌ型擁壁高さ 3.0ｍ Ｌ3.0

200

3
0
0

 D13@250

 D13@250

※

※

※　縦壁及び底版の先端厚さは、元端厚さと同一とすることができる。

3
5
0

 止水コンクリート(50mm厚)

350

 透水マット又は砕石等
300

 D13@250

設計条件 

１．地耐力 120 kN/㎡以上 
２．背面土 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０ kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75mm以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を 
  用いたもので３㎡当たり１箇所 
  以上設けること。 
５．鉄筋の引張応力度 

196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 
215N/㎜ 2以上（D19以上 D29未満 SD345） 

６．コンクリートの圧縮応力度 21Ｎ/mm2 以上
７．表面載荷重 10kN/㎡ 

（再生材の使用は不可） 
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縮尺１/30

逆Ｌ型擁壁高さ１ｍ 単位 ㎜

150

30
0

栗石・砂利または砕石

（裏面全面に設ける）

300

Ｄ13＠300

60

1
0
0
0

150

150

750 コンクリート打ち

(厚さ50)

1
5
0

2
0
0 5
01
5
0

Ｄ13＠300

3
5
0

1200

6
0

Ｄ13＠300

捨てコンクリート打ち

前壁配筋図

Ｄ13＠300

条 件
１．地耐力50 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 20°
粘着力 20 kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

底版配筋図

逆 Ｌ １

196 

縦壁配筋図 

㎥ 

底版配筋図 

 条  件 
１．地耐力 50kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜穴は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

（再生材の使用は不可） 
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縮尺１/40
逆Ｌ型擁壁高さ２ｍ 単位 ㎜

前 面 背 面250

350

100

30
0

栗石・砂利または砕石

20
00

コンクリート打ち(厚さ50)

（裏面全面に設ける）
Ｄ13＠200

40
60

1650 300

Ｄ13＠200

6
0

2
503
50

6
50

2
00

2
50

6
0

5
0

捨てコンクリート打ち

2300
Ｄ13＠300

前壁配筋図

Ｄ13＠300

1600

Ｄ13＠200

上
面

Ｄ13＠300

条 件
１．地耐力75 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 20°
粘着力 20 kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の塩ビ管
その他これに類する耐水材料を用
いたもので３㎡当り１ヶ所以上設
けること。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮強度
21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

Ｄ13＠300

下
面

Ｄ13＠200

底版配筋図

逆 Ｌ ２

196 

196 

縦壁配筋図 

㎥ 
㎥ 

 条  件 
１．地耐力 75kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜孔は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

 条  件 
１．地耐力 75kN/㎡ 
２．背面土質 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 ０kN/㎡ 
  単位体積重量 16kN/㎥ 
３．支持地盤 
  内部摩擦角 20° 
  粘着力 20 kN/㎡ 
４．水抜孔は内径 75㎜以上の塩ビ管 
  その他これに類する耐水材料を用 

いたもので３㎡当り 1ヶ所以上設 
けること。 

５．鉄筋の許容引張応力度 
   196N/㎜ 2以上（D16以下 SD295） 

215N/㎜ 2以上（D19以上D29未満 SD345） 
６．コンクリートの４週圧縮強度 21N/㎜ 2以上 
７．上載荷重 10 kN/㎡ 
 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可） 
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縮尺１/50

逆Ｌ型擁壁高さ３ｍ 単位 ㎜

前 面 背 面250

40

100

30
0

Ｄ13＠250栗石・砂利または砕石

Ｄ16＠250

（裏面全面に設ける）

60

30
00

3150 300

コンクリート打ち(厚さ50)

350
Ｄ16＠250

2
45
0

2
503
506
50

2
0
0 5

02
5
0

6
0

6
0

Ｄ13＠300Ｄ13＠300

捨てコンクリート打ち

3800

前壁配筋図

2550

Ｄ13＠250
条 件

１．地耐力75 kN/㎡以上
２．背面土

内部摩擦角 20°
粘着力 ０ kN/㎡
単位体積重量 16 kN/㎡

３．支持地盤
内部摩擦角 20°
粘着力 20 kN/㎡

４．水抜孔は内径75㎜以上の
塩ビ管その他これに類する
耐水材料を用いたもので３
㎡当り１ヶ所以上設けるこ
と。

５．鉄筋の許容引張応力度
200 Ｎ/mm2以上

６．コンクリートの４週圧縮
強度 21 Ｎ/mm2以上

７．上載荷重 10 kN/㎡

上
面

Ｄ13＠300

Ｄ13＠300

下
面

Ｄ16＠250

2550

Ｄ16＠250

底版配筋図

逆 Ｌ ３

縦壁配筋図 

底版配筋図 

（再生材の使用は不可） 
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第２章 鉄筋コンクリート造擁壁の構造計算例 

 

この構造計算例は、設計編第２章第５節の「鉄筋コンクリート造擁壁構造基準」にしたがい標準構

造図の３Ａタイプの構造計算を行った一例です。 

 

１ 設計条件 

(1) 擁壁の型式及び高さ 

型 式：Ｌ型擁壁（３Ａ） 

全高さ：Ｈ＝3.50ｍ 

(2) 表面載荷重 

ｑ＝10kN/㎡ 

(3) 背面土 

土質の種類         ：関東ローム 

土の単位体積重量      ：γs＝16kN/ｍ３ 

内部摩擦角         ：φ＝20° 

粘着力           ：Ｃ＝０kN/㎡ 

壁背面と土との摩擦角    ：δ＝２φ／３＝13° 

壁背面と鉛直面とのなす角  ：θ ＝０° 

地表面と水平面とのなす角  ：α ＝０° 

(4) 土圧 

クーロンの土圧式による。 

(5) 支持地盤 

土質の種類         ：関東ローム（地山） 

内部摩擦角         ：φ＝20° 

粘着力           ：Ｃ＝20kN/㎡ 

許容地耐力         ：100kN/㎡ 

底面の摩擦係数       ：μ＝tan20°＝0.364 

(6) 材料の許容応力度（常時） 

コンクリートの設計基準強度 ：σ２８＝21N/㎜２ 

コンクリートの圧縮応力度  ：σｃａ＝7N/㎜２ 

コンクリートのせん断応力度 ：τａ＝0.７N/㎜２ 

鉄筋（ＳＤ295）の引張応力度 ：σｓａ＝196N/㎜２ 

(7) 単位重量 

鉄筋コンクリート      ：γｃ＝24kN/ｍ３
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２ 擁壁断面の形状及び寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 荷重及びモーメント(以下単位幅(１ｍ)当たりで計算を行う) 

(1) 土圧 

○主働土圧係数（ＫＡ） 

 

                                 

 

 

 

 

○主働土圧 

（ＰＡ） 

ＰＡ＝表面載荷重による土圧（ＰＡ１）＋背面土による土圧（ＰＡ２） 

ＰＡ１＝ ＫＡ・ｑ・Ｈ＝0.439×10×3.5＝15.365 kN 

ＰＡ２＝ 
１ 

・ＫＡ・γ・Ｈ２＝ 
１ 

×0.439×16×3.5２＝43.022 kN 
２ ２ 

ＰＡ＝15.365＋43.022＝58.387 kN 

 

○表面載荷重及び背面土による土圧の水平分力 

ＰＡｌＨ＝ＰＡｌ・cos(θ＋δ)＝15.365×0.974＝14.966 kN 

ＰＡ２Ｈ＝ＰＡ２・cos(θ＋δ)＝43.022×0.974＝41.903 kN

ＫＡ＝ 
cos２(φ－θ) 

cos２θcos(θ＋δ) １＋ 
sin(φ＋δ)sin(φ－α) ２ 

 cos(θ＋δ)cos(θ－α)  

＝ 
cos２(20°－０°) 

cos２０°cos(０°＋13°) １＋ 
sin(20°＋13°)sin(20°－0°) ２ 

 cos(0°＋13°)cos(0°－0°)  

＝ 0.439 

１

２３

４

200

30
00 ９

11

６

10

５

８

35
050

0

７
12

25
0

20
0

250
350 2500

3100

Ａ
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(2) 各荷重の作用位置及びモーメント 

区  分     重   量(kN) ｱｰﾑ(m) ﾓー ﾒﾝﾄ(kN・m) 

鉛直力 

(安定モーメント) 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

ｑ 

0.2×3.15×24 

0.5×0.15×3.15×24 

0.5×0.25×0.1×24 

0.25×0.25×24 

0.35×0.35×24 

0.5×2.5×0.15×24 

2.5×0.2×24 

0.5×0.35×0.35×24 

0.35×2.8×16 

0.5×0.35×0.35×16 

2.15×3.15×16 

0.5×2.15×0.15×16 

10×2.5 

15.12 

5.67 

0.3 

1.5 

2.94 

4.5 

12.0 

1.47 

15.68 

0.98 

108.36 

2.58 

25.0 

0.5 

0.35 

0.167 

0.125 

0.425 

1.433 

1.85 

0.717 

0.775 

0.833 

2.025 

2.383 

1.85 

7.56 

1.985 

0.05 

0.188 

1.25 

6.449 

22.2 

1.054 

12.152 

0.816 

219.429 

6.148 

46.25 

 計 ΣＶ＝196.1   ΣＭｒ＝325.531 

水平力 

(転倒モーメント) 

ＰＡ１Ｈ 

ＰＡ２Ｈ 

 14.966 

41.903 

1.75 

1.167 

26.191 

48.901 

計 ΣＰＡＨ＝ 56.869 ΣＭＯ＝ 75.092 

ΣＭ 合計 250.439 

 

４ 安定に対する検討 

(1) 転倒に対する検討 

Ａ点より合力作用位置までの距離（ｄ） 

ｄ＝ 
ΣＭr－ΣＭo 

＝ 
ΣＭ 

＝ 
250.439 

＝1.277ｍ 
ΣＶ ΣＶ 196.1 

偏心距離（ｅ） 

ｅ＝ 
Ｂ 

－ｄ＝ 
3.1 

－1.277＝0.273 ＜ 
Ｂ 

＝0.517 Ｏ．Ｋ． 
２ ２ ６ 

安全率（Ｆ） 

Ｆ＝ 
Ｍｒ 

＝ 
325.531 

＝4.33 ＞ 1.5 Ｏ．Ｋ． 
Ｍｏ 75.092 

(2) 滑動に対する検討 

滑動抵抗力（ＲＨ） 

ＲＨ＝ＣＡ’＋ΣＶtanφ 

Ａ'＝Ｂ－２ｅ＝3.1－２×0.273＝2.554 

ＲＨ＝20×2.554＋196.1×0.364＝122.46 

安全率（Ｆ） 

Ｆ＝ 
ＲＨ 

＝ 
122.46 

＝2.15 ＞ 1.5 Ｏ．Ｋ． 
ΣＰＡＨ 56.869 
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(3) 地盤反力に対する検討 

地盤反力（σ） 

ｑ１ 
＝ 

ΣＶ 
１± 

６ｅ 
＝ 

196.1 
１± 

６×0.273 

ｑ２ Ｂ Ｂ 3.1 3.1 

 ＝ 96.683 kN/㎡ （ｑmax）     ＜100 kN/㎡       Ｏ．Ｋ． 

29.834 kN/㎡ （ｑmin） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 部材応力度の検討 

(1) 縦壁の検討 

ア ①一①’断面の検討 

○土圧 

Ｐ１Ｈ＝ (ＫＡ･ｑ･ｈ＋ 
１ 

ＫＡ･γ･ｈ２)･cos(θ＋δ) 
２ 

＝ (0.439×10×3.15＋ 
１ 

×0.439×16×3.152)×0.974 
２ 

＝ (13.8＋34.9)×0.974＝47.41 kN 

○曲げモーメント 

Ｍ１＝ ＫＡ･ｑ･ｈ･cos(θ＋δ) 
ｈ 

＋ 
１ 

･ＫＡ･γ･ｈ２･cos(θ＋δ)･ 
ｈ 

２ ２ ３ 

＝ 13.8×0.974× 
3.15 

＋34.9×0.974× 
3.15 

２ ３ 

 ＝56.86 kN･ｍ  

○鉄筋応力の検討 

鉄筋量Ａｓ＝Ｄ16＠150＝1324 ㎜２ 

ｄ＝ 壁厚－かぶり厚－鉄筋径/2＝350－60－16/2＝282 ㎜ 

ｐ＝ 
Ａｓ 

＝ 
1324 

＝0.0047 
ｂｄ 1000×282 

ｋ＝  ２ｐｎ＋(ｐｎ)２ －ｐｎ ｎ＝ 
Ｅｓ 

＝15 
Ｅｃ 

＝  ２×0.0047×15＋(0.0047×15)２  －0.0047×15＝0.312 

ｊ＝ １－ 
ｋ 

＝１－ 
0.312 

＝0.896 
３ ３ 

ΣＶ＝196.1

ｅ＝0.273m
Ｂ/２＝1.55m

ｑ
２
= 29.834kN

ｑ
１
=96.683kN

②1.
15

②’

3.
15

① ①’
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σｓ＝ 
Ｍ 

＝ 
56.86×10６ 

＝169.96 N/㎜２ 
Ａｓ･ｊ･ｄ 1324×0.896×282 

＜σｓａ＝196 N/㎜２     Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートの圧縮応力の検討 

σｃ＝ 
２Ｍ 

＝ 
２×56.86×10６ 

＝5.12 N/㎜２ 
ｋ･ｊ･ｂ･ｄ２ 0.312×0.896×1000×282２ 

＜σｃａ＝7 N/㎜２      Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートのせん断応力の検討 

τ ＝ 
Ｓ 

＝ 
47.41×10３ 

＝0.19 N/㎜２ 
ｂ･ｊ･ｄ 1000×0.896×282 

＜τａ＝0.7 N/㎜２     Ｏ.Ｋ. 

 

イ ②－②’断面の検討（擁壁全高さの約２／３の位置） 

○土圧 

Ｐ２Ｈ＝ (0.439×10×1.15＋ 
１ 

×0.439×16×1.152)×0.974 
２ 

＝ (5.049＋4.645)×0.974＝9.442 kN 

○曲げモーメント 

Ｍ２＝ 5.049×0.974× 
1.15 

＋4.645×0.974× 
1.15 

＝4.562 kN･ｍ 
２ ３ 

○鉄筋応力の検討 

鉄筋量Ａｓ＝Ｄ16＠300＝662 ㎜２    ｄ＝186 ㎜ 

ｐ＝ 
662 

＝0.0036 
1000×186 

ｋ＝ ２×0.0036×15＋(0.0036×15)２ －0.0036×15＝0.279 

ｊ＝ １－ 
0.279 

＝0.907 
３ 

σｓ＝ 
4.562×10６ 

＝40.84 N/㎜２ 
662×0.907×186 

＜σｓａ＝196 N/㎜２     Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートの圧縮応力の検討 

σｃ＝ 
２×4.562×10６ 

＝1.042 N/㎜２ 
0.279×0.907×1000×186２ 

＜σｃａ＝7 N/㎜２      Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートのせん断応力の検討 

τ ＝ 
9.422×10３ 

＝0.056 N/㎜２ 
1000×0.907×186 

＜τａ＝0.7 N/㎜２     Ｏ.Ｋ. 
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(2) 底版の検討 

ア ③一③’断面の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分     荷   重(kN) ｱｰﾑ(m) ﾓー ﾒﾝﾄ(kN・m) 

自  重 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

10×2.5 

2.15×3.15×16 

0.5×2.15×0.15×16 

0.35×2.8×16 

0.5×0.35×0.35×16 

0.5×0.35×0.35×24 

0.5×2.5×0.15×24 

2.5×0.2×24 

25 

108.36 

2.58 

15.68 

0.98 

1.47 

4.5 

12 

1.25 

1.425 

1.783 

0.175 

0.233 

0.117 

0.833 

1.25 

31.25 

154.413 

4.6 

2.744 

0.228 

0.172 

3.749 

15 

 合計 ΣＶ＝170.57  ΣＭｖ＝212.156 

反  力 

９ 

10 

2.5×29.834 

0.5×2.5×53.91 

74.585 

67.388 

1.25 

0.833 

93.231 

56.134 

合計 ΣＱ＝ 141.97  ΣＭｑ＝149.365 

 

Ｓ ＝ΣＶ－ΣＱ＝170.57－141.97＝28.6 kN 

Ｍ ＝ΣＭｖ－ΣＭｑ＝212.156－149.365＝62.79 kN･ｍ 

 

○鉄筋応力の検討 

鉄筋量Ａｓ＝Ｄ16＠150＝1324 ㎜２    ｄ＝282 ㎜ 

ｐ＝ 
1324 

＝0.0047 
1000×282 

ｋ＝ ２×0.0047×15＋(0.0047×15)２  －0.0047×15＝0.312 

ｊ＝ １－ 
0.312 

＝0.896 
３ 

σｓ＝ 
62.79×10６ 

＝187.69 N/㎜２ 
1324×0.896×282 

＜σｓａ＝196 N/㎜２     Ｏ.Ｋ. 

１

④

２
４

③ ５

６
３

③’

７

④’
８

29.8329.83

66.85
53.91

600

９

10

1500 1000
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○コンクリートの圧縮応力の検討 

σｃ＝ 
２×62.79×10６ 

＝5.649 N/㎜２ 
0.312×0.896×1000×282２ 

＜σｃａ＝7 N/㎜２      Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートのせん断応力の検討 

τ ＝ 
28.6×10３ 

＝0.11 N/㎜２ 
1000×0.896×282 

＜τａ＝0.7 N/㎜２     Ｏ.Ｋ. 

 

イ ④一④’断面の検討（底版前端より底版幅の約２／３の位置） 

区  分     荷   重(kN) ｱｰﾑ(m) ﾓー ﾒﾝﾄ(kN・m) 

自  重 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

1×10 

1×3.24×16 

0.5×1×0.06×16 

0.5×1×0.06×24 

1×0.2×24 

10 

51.84 

0.48 

0.72 

4.8 

0.5 

0.5 

0.667 

0.333 

0.5 

5 

25.92 

0.32 

0.24 

2.4 

 合計 ΣＶ＝67.84  ΣＭｖ＝33.88 

反  力 

６ 

７ 

1.0×29.834 

0.5×1.0×21.56 

29.83 

10.78 

0.5 

0.333 

14.915 

3.59 

合計 ΣＱ＝ 40.61  ΣＭｑ＝18.505 

 

Ｓ ＝ΣＶ－ΣＱ＝67.84－40.61＝27.23 kN 

Ｍ ＝ΣＭｖ－ΣＭｑ＝33.88－18.51＝15.37 kN･ｍ 

 

○鉄筋応力の検討 

鉄筋量Ａｓ＝Ｄ16＠300＝662 ㎜２    ｄ＝192 ㎜ 

ｐ＝ 
662 

＝0.0034 
1000×192 

ｋ＝  ２×0.0034×15＋(0.0034×15)２  －0.0034×15＝0.272 

ｊ＝ １－ 
0.272 

＝0.909 
３ 

σｓ＝ 
15.37×10６ 

＝133.03 N/㎜２ 
662×0.909×192 

＜σｓａ＝196 N/㎜２      Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートの圧縮応力の検討 

σｃ＝ 
２×15.37×10６ 

＝3.373 N/㎜２ 
0.272×0.909×1000×192２ 

＜σｃａ＝7 N/㎜２       Ｏ.Ｋ. 

○コンクリートのせん断応力の検討 

τ ＝ 
27.23×10３ 

＝0.156 N/㎜２ 
1000×0.909×192 

＜τａ＝0.7 N/㎜２      Ｏ.Ｋ 

１

２

３
④

４

５
④’

７21.56
29.83６

1,000
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第３章 横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則（様式を除く。） 

制定   昭和 37年７月 31日 規則第 56号 
最近改正 令和 ７年３月５ 日 規則第 ８号   
 
目次 
 第１章 総則（第１条―第３条） 
 第２章 宅地造成等に関する工事に係る手続 
  第１節 住民への周知（第４条―第９条） 
  第２節 許可に係る手続（第 10条―第 26条） 
 第３章 宅地造成等に関する工事の技術的基準（第 27条―第 35条） 
 第４章 雑則（第 36条・第 37条） 
 附則 
 
   第１章 総則 

（趣旨） 
第１条 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36年法律第 191号。以下「法」という。）の施行については、

宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和 37 年政令第 16 号。以下「政令」という。）及び宅地造成及
び特定盛土等規制法施行規則（昭和 37 年建設省令第３号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、
この規則の定めるところによる。 
（定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、次に定めるもののほか、法、政令及び省令の例による。 
(1) 工事施行区域 法第 11 条の宅地造成等に関する工事の施行に係る土地、法第 12 条第２項第４号の宅

地造成等に関する工事をしようとする土地並びに同条第４項及び法第 21 条第２項の宅地造成等に関す
る工事が施行される土地並びに法第 12条第１項の許可、法第 15条第１項の規定による協議（法第 16条
第３項において準用する場合を含む。）又は同条第１項の許可に係る土地をいう 

(2) 周知対象範囲 次に掲げる工事にあっては工事施行区域の境界線からの水平距離が 50 メートル以内
の範囲、それ以外の工事にあっては工事施行区域の境界線からの水平距離が 15メートル以内の範囲をい
う。 
ア 市街化区域における宅地造成等に関する工事（市街化区域と市街化調整区域とにわたる場合を含む。）
で、工事施行区域の面積が 5,000平方メートル以上のもの 

  イ 市街化調整区域における宅地造成等に関する工事（市街化調整区域と市街化区域とにわたる場合を
含む。）で、工事施行区域のうち市街化調整区域内に存する部分の面積が 3,000 平方メートル以上の
もの 

  ウ 高さ９メートルを超える盛土をする宅地造成又は特定盛土等に関する工事 
  エ 土石の堆積を行う土地の面積が 2,000平方メートル以上である土石の堆積に関する工事 
  オ 最大堆積高さが５メートルを超える土石の堆積に関する工事 
(3)  地域まちづくり計画運営団体 次のアからエまでに掲げるものの策定を行う団体のうち、その活動の

対象となる地域の範囲に工事施行区域が含まれているもので、市長が認めるものをいう。 
ア 都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第 18条の２の規定により定められた横浜市都市計画マスタ
ープランの地区プラン 

イ 都市計画法第 20 条第１項の規定により告示された地区計画（建築基準法等の一部を改正する法律
（平成 14年法律第 85号。以下この号において「改正法」という。）附則第３条第１項の規定により、
改正法第２条の規定による改正後の都市計画法の規定により定められた地区計画とみなされる同条の
規定による改正前の都市計画法の規定により定められている住宅地高度利用地区計画及び改正法第３
条の規定による改正前の都市再開発法（昭和 44 年法律第 38 号）の規定により定められている再開発
地区計画を含む。） 

ウ 建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第 73条第１項の認可を受けた建築協定 
エ 横浜市地域まちづくり推進条例（平成 17 年２月横浜市条例第４号）第 10 条第１項の地域まちづく
りプラン 

オ 横浜市地域まちづくり推進条例第 12条第１項の地域まちづくりルール 
(4) 周辺地域住民 周知対象範囲において、土地を所有する者又は建築物の全部若しくは一部を占有し、

若しくは所有する者（工事主（当該周知対象範囲に係る宅地造成等に関する工事を行うものに限る。）、
都市計画法第４条第 14 号に規定する公共施設の用に供されている土地を所有する者及び当該土地に存
する建築物の全部又は一部を占有し、又は所有する者を除く。）及び地域まちづくり計画運営団体をい
う。 

(5) 保全対象 建築物、建築物の敷地、建築基準法第 42条に規定する道路、公園その他市長が盛土等に伴
う災害から保全する必要があると認めるものをいう。 

（身分証明書の様式） 
第３条 法第７条第１項（法第 24条第２項において準用する場合を含む。）及び法第７条第２項に規定する
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身分を示す証明書の様式は、職員の身分を示す証明書にあっては横浜市立入検査等の際に携帯する職員の
身分を示す証明書の様式の特例に関する規則（令和４年３月横浜市規則第 26号）別記様式とし、職員以外
の者の身分を示す証明書にあっては身分証明書（第１号様式）とする。 

第２章 宅地造成等に関する工事に係る手続 
第１節 住民への周知 

（周辺地域住民に周知する事項） 
第４条 法第 11条の規定により工事主が周知を行う宅地造成等に関する工事の内容は、次の各号に掲げる工
事の区分に応じ、当該各号に定める事項とする。 
(1) 宅地造成又は特定盛土等に関する工事 次に掲げる事項 

ア 工事主の氏名又は商号若しくは名称（以下「氏名等」という。） 
イ 工事主の住所又は本店若しくは主たる事務所の所在地（以下この条において「住所等」という。） 
ウ 工事施行区域の所在地 
エ 工事施行者の氏名等及び住所等 
オ 工事の目的 
カ 工事の着手予定日及び完了予定日 
キ 盛土又は切土の高さ 
ク 盛土又は切土をする土地の面積及び範囲 
ケ 盛土又は切土の土量 
コ 設置する擁壁、崖面崩壊防止施設、排水施設若しくは地滑り抑止ぐい又はグラウンドアンカーその
他の土留の概要 

サ その他市長が必要と認める事項 
(2) 土石の堆積に関する工事 次に掲げる事項 

ア 工事主の氏名等及び住所等 
イ 工事施行区域の所在地 
ウ 工事施行者の氏名等及び住所等 
エ 工事の目的 
オ 工事の着手予定日 
カ 工事（堆積した全ての土石を除却するものに限る。）の完了予定日 
キ 土石の最大堆積高さ 
ク 土石の堆積を行う土地の面積及び範囲 
ケ 土石の最大堆積土量 
コ 堆積する土石の勾配 
サ 設置する空地の位置 
シ 柵その他これに類するもの又は鋼矢板等その他の構造物の概要 
ス 雨水その他の地表水を処理する方法 
セ その他市長が必要と認める事項 

（周知資料） 
第５条 省令第６条第１号の規定による説明会（以下「説明会」という。）において使用する資料（以下「周

知資料」という。）は、次に掲げる図書とする。 
(1) 宅地造成及び特定盛土等に関する工事の計画書（第２号様式）（宅地造成又は特定盛土等に関する工

事を行おうとする場合に限る。） 
(2) 土石の堆積に関する工事の計画書（第３号様式）（土石の堆積に関する工事を行おうとする場合に限

る。） 
(3) 位置図 
(4) 現況図 
(5) 公図（不動産登記法（平成 16 年法律第 123 号）第 14 条第１項の地図又は同条第４項の図面をいう。

以下同じ。）の写し 
(6) 造成計画平面図及び造成計画断面図（宅地造成又は特定盛土等に関する工事を行おうとする場合に限

る。） 
(7) 土石の堆積計画平面図及び土石の堆積計画断面図（土石の堆積に関する工事を行おうとする場合に限

る。） 
(8) その他市長が必要と認める図書 
（説明会の開催方法） 

第６条 説明会は、周辺地域住民の参加しやすい日時及び場所において２回以上開催しなければならない。 
２ 工事主は、説明会を開催するに当たっては、当該工事主及び周辺地域住民双方が映像と音声の送受信に

より相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる方法を併せて行うよう努めなければならな
い。 

３ 説明会を開催しようとする工事主は、周辺地域住民に対して説明会を開催する日時及び場所その他必要
な事項を示した書類（以下「開催通知書」という。）並びに周知資料を配布し、説明会の開催について通知
しなければならない。 
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４ 開催通知書及び周知資料の配布は、次の各号（住所又は本店若しくは主たる事務所若しくは支店若しく
は従たる事務所の所在地（次条において「住所等」という。）が周知対象範囲内にある周辺地域住民にあ
っては、第１号又は第３号）のいずれかの方法により行わなければならない。 
(1) 手渡しし、又は郵便受箱（新聞受箱等これに準ずる物を含む。次条第１項において同じ。）に投かん

する方法 
(2) 郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律第 99 号）第２条第６項に規定す

る一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書
便（以下「郵便等」という。）により送付する方法 

(3) その他市長が認める方法 
５ 前項第１号の規定による手渡し又は投かんは標識の設置をした日の翌日から説明会を開催する日の７日

前までの期間（以下この項において「通知期間」という。）に行い、同項第２号の送付は通知期間内に当該
周辺地域住民に送達されるように行わなければならない。 
（資料配布の方法） 

第７条 省令第６条第２号に規定する宅地造成等に関する工事の内容を記載した書面の配布（以下「資料配
布」という。）は、周辺地域住民の住所等の住居、事務所等にある郵便受箱に周知資料を投かんする方法
により行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、周辺地域住民の住所等が周知対象範囲外である場合は、当該周辺地域住民に
周知資料を郵便等により送付する方法により資料配布を行うことができる。この場合において、当該周知
資料について通常要する送付日数を基準とした場合に、その日に相当するものと認められる日を経過した
ときに、資料配布を行ったものとする。 

 （掲示及びインターネット閲覧の方法） 
第８条 省令第６条第３号の規定による掲示を行う工事主は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事にあっ

ては第４号様式、土石の堆積に関する工事にあっては第５号様式の標識を、当該工事の工事施行区域が道
路に接する場合にあっては工事施行区域が道路に接する部分（２以上の道路に接するときは、それぞれの
道路に接する部分）に、工事施行区域が道路に接しない場合にあっては周辺地域住民の見やすい箇所に、
地面から標識の下端までの高さがおおむね１メートルとなるよう設置しなければならない。 

２ 前項の標識には、宅地造成又は特定盛土等に関する工事にあっては造成計画平面図を、土石の堆積に関
する工事にあっては土石の堆積計画平面図を貼付しなければならない。 

３ 工事主は、第１項の標識について、風雨等のため容易に破損しない方法で設置するとともに、記載事項
が不鮮明にならないよう維持管理しなければならない。 

４ 省令第６条第３号の規定によるインターネットを利用して行う閲覧は、周知資料の内容をウェブサイト
に掲載して行わなければならない。 

５ 省令第６条第３号に掲げる方法により周知を行う場合は、第１項の規定により標識を設置し、及び前項
の規定により周知資料をウェブサイトに掲載した日の翌日から起算して 14 日を経過したときに、法第 11
条の必要な措置を講じたものとする。 

６ 第１項の規定による標識の設置及び第４項の規定によるウェブサイトへの掲載は、宅地造成等に関する
工事について法第 12 条第１項の許可を得るまで又は法第 15 条第１項の協議が成立するまでの間、行わな
ければならない。 

 （その他周知の方法） 
第９条 省令第６条第４号の規則で定める方法は、横浜市開発事業等の調整等に関する条例（平成 16年３月

横浜市条例第３号。以下「調整条例」という。）第 10条第１項各号に掲げる方法とする。 
第２節 許可に係る手続 

 （事前協議） 
第 10 条 法第 12 条第１項若しくは法第 16 条第１項の許可を受けようとする者又は法第 15 条第１項（法第
16条第３項において準用する場合を含む。）の協議をしようとする者は、当該許可の申請又は当該協議の
申出をする前に、当該許可又は当該協議に係る宅地造成等に関する工事の計画が法第 13条第１項の規定に
適合しているかどうかについて、市長が定めるところにより、市長と協議することができる。 

 （申請書の添付図書） 
第 11条 省令第７条第１項第１号の表又は同条第２項第１号の表に掲げる図面のうちの位置図には、工事施

行区域の境界を赤色で示すものとする。 
２ 省令第７条第１項第２号の構造計算書には、政令第９条第１項第２号から第４号まで（政令第 18条にお

いて準用する場合を含む。）に掲げる事項に係る構造計算書及び擁壁に係るくいの構造計算書（くいの工
事施行を要しない場合を除く。）を含むものとする。 

３ 省令第７条第１項第５号に規定する書類には、設計者の資格に関する申告書（第６号様式）を添付する
ものとする。ただし、市長がその必要がないと認める場合は、この限りでない。 

４ 省令第７条第１項第６号及び第２項第４号に規定する写真には、当該写真を撮影した箇所を示した図面
を添付するものとする。 

５ 省令第７条第１項第７号及び第８号ロ並びに第２項第５号及び第６号ロの住民票の写しは、個人番号（行
政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第２条
第５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。）が記載されていないものとし、個人番号カードの写しは、
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個人番号カードの表面（個人番号が記載されていない面をいう。）の写しとする。 
６ 省令第７条第１項第 10号及び第２項第８号に規定する書類は、工事施行区域内の権利者一覧表、工事施
行同意証明書（第７号様式）、印鑑証明書、当該土地又は建物の登記事項証明書その他同意を得たことを
証する書類とする。 

７ 省令第７条第１項第 11 号及び第２項第９号に規定する法第 11 条の規定に基づく措置を講じたことを証
する書類は、次の各号に掲げる周知の方法の区分に応じて、当該各号に定める図書とする。 
(1) 省令第６条第１号の規定による周知の方法（調整条例第 10 条第１項第１号に掲げる方法を除く。） 

次に掲げる図書 
ア 説明会の開催結果報告書（第８号様式） 
イ 工事主が配布した開催通知書及び周知資料 
ウ 工事主が説明会において使用した周知資料 
エ 周知対象範囲及び周辺地域住民を示した図書 
オ その他市長が必要と認める図書 

(2) 省令第６条第２号の規定による周知の方法 次に掲げる図書 
ア 周知資料の配布結果報告書（第９号様式） 
イ 工事主が配布した周知資料 
ウ 周知対象範囲及び周辺地域住民が分かるように記載された図書 
エ その他市長が必要と認める図書 

(3) 省令第６条第３号の規定による周知の方法 次に掲げる図書 
ア 掲示及びインターネット閲覧結果報告書（第 10号様式） 
イ 第８条第１項の規定により設置された標識の写真（その設置状況並びに当該標識に記載された事項
及び貼付された図面を確認できるものに限る。） 

ウ 第８条第４項の規定により工事主がウェブサイトに掲載した周知資料 
エ 当該ウェブサイトを表示した電子計算機の映像面を出力した書面 
オ その他市長が必要と認める図書 

(4) 調整条例第 10 条第１項各号に掲げる周知の方法 工事主が行おうとする宅地造成等に関する工事に
係る調整条例第２条第 12 号に規定する開発事業の計画又は同条第 13 号に規定する土石の堆積事業の計
画（開発事業の計画又は土石の堆積事業の計画の変更（調整条例第 15条第２項ただし書又は調整条例第
20 条第１項ただし書に規定する軽微な変更を除く。）があったときは、その変更後のもの）について、
調整条例第 19 条第１項の規定（調整条例第 20 条第８項において準用する場合を含む。）により市長が
同意の処分をした旨を通知した書面 

８ 省令第７条第１項第 12号の規定による規則で定める書類は、次のとおりとする。 
(1) 宅地造成又は特定盛土等に関する工事等の概要（第 11号様式） 
(2) 工事主の資力及び信用に関する申告書（第 12号様式） 
(3) 工事主の資力及び信用に関する誓約書（第 13号様式）及び印鑑証明書 
(4) 所得税又は法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類、貸借対照表、損益計算書その他第２号

の申告書に記載した事項を確認するため市長が必要と認める書類 
(5) 工事施行者の工事施行能力に関する申告書（第 14号様式）及び法人の登記事項証明書、建設業の許可

を証する書類その他当該申告書に記載した事項を確認するため市長が必要と認める書類 
(6) 公図の写し 
(7) 現況図 
(8) 求積図及び求積表 
(9) 造成計画平面図 
(10) 造成計画断面図 
(11) 擁壁又は崖面崩壊防止施設の配置図（擁壁又は崖面崩壊防止施設を設置する場合に限る。） 
(12) 擁壁又は崖面崩壊防止施設の展開図（擁壁又は崖面崩壊防止施設を設置する場合に限る。） 
(13) 排水施設の構造図（排水施設を設置する場合に限る。） 
(14) 擁壁の構造図（擁壁を設置する場合に限る。） 
(15) 崖面崩壊防止施設の構造図（崖面崩壊防止施設を設置する場合に限る。） 
(16) 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の設計に係る工事施行区域及びその周辺の地盤調査（土質試験

を含む。以下同じ。）その他の調査又は試験の結果を記載した図書（市長が当該工事の着手後に地盤調
査その他の調査又は試験を行うことについてやむを得ない事由があると認めた場合を除く。） 

(17) 崖面崩壊防止施設の概要、構造計画、土圧等によって損壊、転倒、滑動又は沈下をしない構造である
ことを確かめた算定を記載した構造計算書（崖面崩壊防止施設を設置する場合に限る。） 

(18) 擁壁に係る国土交通大臣の認定に係る図書（政令第 17 条（政令第 18 条において準用する場合を含
む。）の規定による擁壁を設置する場合に限る。） 

(19) 地盤改良の概要及び計画、応力算定及び断面算定を記載した構造計算書並びに改良した地盤の安定計
算を記載した安定計算書（深層の地盤改良を行う場合に限る。） 

(20) 工事施行区域が、政令第７条第２項第２号に規定する土地又は盛土をする前の地盤面若しくは切土を
した後の地盤面に排水施設を設置する必要がある土地に該当するかを調査した結果を記載した図書（市
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長が工事施行区域及びその周辺の状況から必要ないと認めた場合を除く。） 
(21) その他宅地造成又は特定盛土等に関する工事が法第 13 条第１項の規定に適合していることを確認す

るため又は宅地造成若しくは特定盛土等に伴う災害を防止するために市長が必要と認める図書 
９ 省令第７条第１項第１号の表に掲げる図面のうち次の各号に掲げるものは、当該各号に定める図面と併

せて作成することができる。 
(1) 地形図 現況図 
(2) 土地の平面図 造成計画平面図又は擁壁の配置図 
(3) 土地の断面図、崖の断面図、擁壁の断面図又は崖面崩壊防止施設の断面図 造成計画断面図 
(4) 擁壁の背面図又は崖面崩壊防止施設の背面図 擁壁又は崖面崩壊防止施設の展開図 
(5) 擁壁の断面図 擁壁の構造図 
(6) 崖面崩壊防止施設の断面図 崖面崩壊防止施設の構造図 

10 省令第７条第２項第 10号の規定による規則で定める書類は、次のとおりとする。 
(1) 土石の堆積に関する工事等の概要（第 15号様式） 
(2) 工事主の資力及び信用に関する申告書 
(3) 工事主の資力及び信用に関する誓約書及び印鑑証明書 
(4) 所得税又は法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類、貸借対照表、損益計算書その他第２号

の申告書に記載した事項を確認するため市長が必要と認める書類 
(5) 工事施行者の工事施行能力に関する申告書及び法人の登記事項証明書、建設業の許可を証する書類そ

の他当該申告書に記載した事項を確認するため市長が必要と認める書類 
(6) 公図の写し 
(7) 現況図 
(8) 求積図及び求積表 
(9) 土石の堆積計画平面図 
(10) 土石の堆積計画断面図 
(11) 排水施設の構造図（排水施設を設置する場合に限る。） 
(12) 土石の堆積に関する工事の設計に係る工事施行区域及びその周辺の地盤調査その他の調査又は試験

の結果を記載した図書（市長が当該工事の着手後に地盤調査その他の調査又は試験を行うことについて
やむを得ない事由があると認めた場合を除く。） 

(13) その他土石の堆積に関する工事が法第 13 条第１項の規定に適合していることを確認するため又は土
石の堆積に伴う災害を防止するために市長が必要と認める図書 

11 省令第７条第２項第１号の表に掲げる図面のうち次の各号に掲げるものは、当該各号に定める図面と併
せて作成することができる。 
(1) 地形図 現況図又は土石の堆積計画平面図 
(2) 土地の平面図 土石の堆積計画平面図 
(3) 土地の断面図 土石の堆積計画断面図 
（許可の申請等の取下げ） 

第 12条 法第 12条第１項の許可の申請を行った者は、市長が法第 14条第１項の処分をするまでの間におい
て当該申請を取り下げるときは、宅地造成等に関する工事の許可申請の取下届出書（第 16号様式）を市長
に提出しなければならない。 
（災害の発生のおそれがないと認められる工事） 

第 13条 省令第８条第９号の規定による規則で別に定める値は、農地において行う高さ１メートル以下の盛
土で、当該盛土をする土地の全体が周辺の土地よりも低い場合に限り、１メートル（盛土をする土地のう
ち最も低い部分と周辺の土地の最も低い部分との標高差が１メートル未満の場合は、その標高差に 30セン
チメートルを加えた値（当該値が１メートルを超える場合は、１メートル））とする。 
（特定工程等の通知） 

第 14条 市長は、法第 14条第２項（法第 16条第３項において準用する場合を含む。）の規定により許可証
を交付するときは、次に掲げる当該許可証に係る許可に関する宅地造成等の区分に応じ、当該各号に定め
る書面を当該許可の申請をした者に交付するものとする。 
(1) 宅地造成又は特定盛土等 当該宅地造成又は特定盛土等の規模が政令第 23 条に定める規模に該当す

るかどうか及び当該宅地造成又は特定盛土等に関する工事が特定工程を含む工事に該当するかどうかを
示した書面 

(2) 土石の堆積 当該土石の堆積の規模が政令第 25 条第２項に定める規模に該当するかどうかを示した
書面 

（不許可通知書の様式） 
第 15条 法第 14条第２項（法第 16条第３項において準用する場合を含む。）の規定による不許可の処分を
した旨の通知は、不許可通知書（第 17号様式）に当該不許可に係る申請書の副本を添えて行うものとする。 
（協議の申出等） 

第 16 条 法第 15 条第１項の規定による宅地造成又は特定盛土等に関する工事についての協議の申出は、宅
地造成又は特定盛土等に関する工事の協議申出書（第 18号様式）の正本及び副本に、省令第７条第１項各
号に掲げる書類（同項第７号から第９号までに掲げる書類並びに第 11条第８項第２号から第４号までに規
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定する書類を除く。第 22条第１項において同じ。）を添付して行うものとする。 
２ 法第 15条第１項の規定による土石の堆積に関する工事についての協議の申出は、土石の堆積に関する工

事の協議申出書（第 19号様式）の正本及び副本に、省令第７条第２項各号に掲げる書類（同項第５号から
第７号までに掲げる書類並びに第 11条第 10項第２号から第４号までに規定する書類を除く。第 22条第２
項において同じ。）を添付して行うものとする。 

３ 前２項の協議の申出を行った者は、当該協議が成立するまでの間において当該申出を取り下げるときは、
宅地造成等に関する工事の協議申出の取下届出書（第 20号様式）を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、第１項又は第２項の規定による申出を受けた場合においては、遅滞なく当該申出に係る協議に
応じ、当該協議が成立したときは、宅地造成等に関する工事の協議成立確認書（第 21号様式）に当該協議
に係る協議の申出書の副本を添えて、当該申出をした者に交付するものとする。 

５ 第 14条の規定は、前項の規定により市長が同項に規定する宅地造成等に関する工事の協議成立確認書を
交付するときについて準用する。この場合において、同条中「当該許可証に係る許可」とあるのは「当該
協議成立確認書に係る協議」と、「当該許可の申請をした」とあるのは「当該協議の申出をした」と読み替
えるものとする。 
（工事廃止の届出） 

第 17条 法第 12条第１項の宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可（法第 15条第１項の規定により許
可があったものとみなされる場合を含み、同条第２項の規定により許可があったものとみなされる場合を
除く。次条、第 19 条第１項、第 21 条第２項及び第 24 条第１項において同じ。）又は法第 12 条第１項の
土石の堆積に関する工事の許可（法第 15 条第１項の規定により許可があったものとみなされる場合を含
む。次条、第 19条第２項、第６項及び第８項、第 21条第２項並びに第 26条において同じ。）を受けた者
は、これらの工事（土石の堆積に関する工事であって、既に土石の堆積を行っているものを除く。）を廃
止しようとするときは、宅地造成等に関する工事の廃止届出書（第 22号様式）を市長に提出しなければな
らない。 
（工事の着手の届出） 

第 18 条 法第 12 条第１項の宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可を受けた者又は同項の土石の堆積
に関する工事の許可を受けた者は、これらの工事に着手しようとするときは、工事の現場管理者を定め、
宅地造成等に関する工事の着手届出書（第 23号様式）に、次に掲げる図書を添付して市長に提出しなけれ
ばならない。 

(1) 工事主、工事施行者及び設計者の緊急時の連絡先を記載した書類 
(2) 宅地造成等に関する工事のうち主要なものの工程表 
(3) 法第 49条の規定により設置した標識の写真（その設置状況並びに当該標識に記載された事項及び貼付

された見取図を確認できるものに限る。） 
(4) その他市長が必要と認める図書 
（工程の届出及び確認等） 

第 19 条 市長は、法第 12 条第１項の宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可を受けた工事について、
必要があると認めるときは、次の表の左欄に掲げる工事区分に応じ、同表右欄の工程の全部又は一部を指
定し、当該工事の工事施行者に対して、あらかじめ、その指定した工程に達する旨を届け出させることが
できる。 

工事区分 工程 
１ 擁壁に係る工事 (1) 根切りを完了したとき。 

(2) 地盤改良を完了したとき。 
(3) 基礎配筋を完了したとき。 
(4) 壁配筋を完了したとき。 
(5) 練積み造擁壁を、当該擁壁に必要な根れ入れの高さまで築造したとき。 
(6) 練積み造擁壁を、下端から３分の１の高さまで築造したとき。 
(7) その他市長が必要と認める工程 

２ 盛土に係る工事 (1) 盛土をする地盤面の処理を完了したとき。 
(2) 盛土をする地盤及びその周辺の地盤の改良を完了したとき。 
(3) 盛土をする斜面の段切りを完了したとき。 
(4) 盛土をする前の地盤面への透水層の設置を完了したとき。 
(5) その他市長が必要と認める工程 

３ 切土に係る工事 (1) 切土をして崖面（擁壁又は崖面崩壊防止施設により覆われるものを除
く。）を生じさせたとき（当該崖面を保護する措置を行う前に限る。）。  

(2) その他市長が必要と認める工程 
４ 排水施設に係る工

事 
(1) 盛土をする前の地盤面又は切土をした後の地盤面に排水施設を設置し

たとき（法第 18条第１項の規定による検査を行う工程を除く。）。 
(2) 軟弱な地盤における排水施設の基礎の工事を行ったとき。 
(3) その他市長が必要と認める工程 

５ その他市長が指定
する工事 

(1) 市長が必要と認める工程 
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２ 市長は、法第 12条第１項の土石の堆積に関する工事の許可を受けた工事について、必要があると認める
ときは、当該工事の工程（土石の堆積を行うために必要な工事が完了するときを除く。）の全部又は一部
を指定し、当該工事の工事施行者に対して、あらかじめ、その指定した工程に達する旨を届け出させるこ
とができる。 

３ 前２項の規定による届出があったときは、市長は、当該工程に係る工事について法第 13条第１項の規定
に適合しているかどうかの確認を行うことができる。 

４ 工事施行者は、第１項又は第２項の規定により指定された工程に達したときは、その都度、工事部分の
位置及び施行状況を撮影年月日が明示できる方法で撮影し、資料として整備しておかなければならない。 

５ 市長は、第１項又は第２項の届出をした工事施行者に対し、前項の資料を提出するよう求めることがで
きる。 

６ 市長は、法第 12条第１項の土石の堆積に関する工事の許可を受けた工事について、土石の堆積を行うた
めに必要な工事が完了したときは、当該工事の工事施行者に対して、その旨を届け出させることができる。 

７ 市長は、前項の届出をした工事施行者に対し、土石の堆積前の工事の施行状況報告書（第 24号様式）に、
当該工事を施行した土地及びその付近の状況を明らかにする写真その他の当該工事が法第 13 条第１項の
規定に適合しているかどうかについて確認するために市長が必要と認める図書を添付して提出するよう求
めることができる。 

８ 市長は、前項の規定による確認を行い、同項の工事が法第 13条第１項の規定に適合していると認めると
きは、その旨を当該工事に係る法第 12条第１項の土石の堆積に関する工事の許可を受けた者に通知するも
のとする。 
（変更の許可の申請の取下げ） 

第 20条 第 12条の規定は、法第 16条第１項の許可の申請を行った者が、市長が同条第３項において準用す
る法第 14条第１項の処分をするまでの間において当該申請を取り下げる場合に準用する。 
（軽微な変更の届出等） 

第 21 条 法第 16 条第２項の規定による届出は、宅地造成等に関する工事の軽微な変更届出書（第 25 号様
式）に次に掲げる図書を添付して行わなければならない。 
(1) 工事主、設計者又は工事施行者の氏名若しくは名称又は住所の変更を証する図書（当該事項の変更を

した場合に限る。） 
(2) 第 18条第１号から第３号までに掲げる図書（同条の規定による宅地造成等に関する工事の着手届出書

を提出している場合に限る。）（軽微な変更に伴いその内容が変更されるものに限る。） 
(3) その他市長が必要と認める図書 

２ 前項の規定にかかわらず、法第 12条第１項の宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可又は同項の土
石の堆積に関する工事の許可を受けた者の一般承継人が、承継による当該許可に係る工事主の氏名若しく
は名称又は住所の変更を届け出る場合は、一般承継届出書（第 26 号様式）に次に掲げる図書を添付して、
市長に提出しなければならない。 
(1) 許可に基づく地位の承継の事実を証する書類 
(2) 前項第２号に掲げる図書 
(3) その他市長が必要と認める図書 

３ 前２項の場合において、市長は、必要があると認めるときは、同２項各号に規定する図書のほか、省令
第７条第１項第７号若しくは第８号又は同条第２項第５号若しくは第６号に掲げる書類を提出させること
ができる。 
（変更の協議の申出） 

第 22 条 法第 16 条第３項において準用する法第 15 条第１項の規定による宅地造成又は特定盛土等に関す
る工事の計画の変更についての協議の申出は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の計画変更協議申出
書（第 27号様式）の正本及び副本に、省令第７条第１項各号に掲げる書類のうち当該変更に伴いその内容
が変更されるものを添付して行うものとする。 

２ 法第 16 条第３項において準用する法第 15 条第１項の規定による土石の堆積に関する工事の計画の変更
についての協議の申出は、土石の堆積に関する工事の計画変更協議申出書（第 28号様式）の正本及び副本
に、省令第７条第２項各号に掲げる書類のうち当該変更に伴いその内容が変更されるものを添付して行う
ものとする。 

３ 第 16条第３項から第５項までの規定は、法第 16条第３項において準用する法第 15条第１項の規定によ
る協議の申出について準用する。この場合において、第 16 条第５項中「前項」とあるのは、「第 22 条第
３項の規定により準用する前項」と読み替えるものとする。 
（完了検査等） 

第 23 条 法第 17 条第１項の検査を申請した者は、速やかに、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の施行
状況報告書（第 29号様式）に宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行した土地及びその付近の状況を
明らかにする写真その他の当該工事が法第 13 条第１項の規定に適合しているかどうかについて検査する
ために市長が必要と認める図書を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 法第 17条第４項の確認を申請した者は、速やかに、土石の堆積に関する工事に係る土石の除却状況報告
書（第 30号様式）に土石の除却を行った土地及びその付近の状況を明らかにする写真その他市長が必要と
認める図書を添付して市長に提出しなければならない。 
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（工事の一部完了検査） 
第 24 条 法第 12 条第１項の宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可を受けた者は、当該工事が次に掲

げる要件を満たしていると市長が認めた場合は、当該工事の一部が完了したときに当該工事の一部に係る
土地（次項において「工区」という。）ごとに法第 17条第１項の検査を申請することができる。 
(1) 工事に係る土地が分割のできるものであり、分割した土地それぞれが独立して使用しうるものである

こと。 
(2) 当該分割によって他の土地の災害防止の支障とならないこと。 

２ 前項の規定により申請した工区について法第 17 条第２項の検査済証の交付を受けた者は、法第 49 条の
規定により掲げた標識に当該工区の名称及び当該検査済証の交付を受けた年月日を付記しなければならな
い。 

 （定期の報告） 
第 25 条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事についての法第 19 条第１項の規定による報告は、宅地造成

又は特定盛土等に関する工事に係る定期報告書（第 31号様式）に次に掲げる図書を添付して行わなければ
ならない。 

(1) 省令第 48条第１項に規定する写真（報告をする日の前７日以内に撮影したものに限る。） 
(2) 前号の写真を撮影した箇所を示した図面 
(3) その他市長が必要と認める図書 

２ 土石の堆積に関する工事についての法第 19条第１項の規定による報告は、土石の堆積に関する工事に係
る定期報告書（第 32号様式）に次に掲げる図書を添付して行わなければならない。 

(1) 省令第 48条第２項に規定する写真（報告をする日の前７日以内に撮影したものに限る。） 
(2) 前号の写真を撮影した箇所を示した図面 
(3) その他市長が必要と認める図書 
（標識の修正） 

第 26 条 法第 49 条の規定により標識を掲げた後に、当該標識に記載した事項又は貼付した見取図について
変更があった場合は、法第 12 条第１項の宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可（法第 15 条第１項
又は第２項の規定により許可があったものとみなされる場合を含む。）又は法第 12条第１項の土石の堆積
に関する工事の許可を受けた者は、速やかに、当該標識の記載事項の修正若しくは追記又は見取図の貼替
えを行わなければならない。 

第３章 宅地造成等に関する工事の技術的基準 
 （強化又は付加をする技術的基準） 
第 27 条 政令第 20 条第２項の規定に基づき規則で定める強化し、又は付加する技術的基準は、次条から第

35条までに定めるところによる。 

（法
のり

面の小段） 

第 28条 法第 12条第１項又は法第 16条第１項の許可を受けなければならない宅地造成又は特定盛土等に 

 する工事に係る法
のり

面には、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める高さ以内ごとに、市 

長が定めるところにより、小段を設置し、かつ、当該小段に排水施設を設置しなければならない。 

(1) 盛土による法
のり

の高さが３メートルを超える場合 ３メートル 

(2) 切土による法
のり

の高さが５メートルを超える場合 ５メートル 

 （崖面崩壊防止施設等の設置条件） 
第 29 条 法第 12 条第１項又は法第 16 条第１項の許可を受けなければならない宅地造成又は特定盛土等に

関する工事により設置する崖面崩壊防止施設は、次に掲げる要件を満たす土地に限り設置することができ
る。 

(1) 崖面崩壊防止施設を設置する土地が、次に掲げる土地に該当すること。 
  ア 森林法（昭和 26年法律第 249号）第５条第１項に規定する地域森林計画の対象となっている民有林

（同法第２条第３項に規定する民有林をいう。）である土地 
  イ 都市緑地法（昭和 48年法律第 72号）第 12条の規定による特別緑地保全地区内の土地 
  ウ 首都圏近郊緑地保全法（昭和 41年法律第 101号）第４条第２項第３号の近郊緑地特別保全地区内の

土地 
  エ 緑の環境をつくり育てる条例（昭和 48 年６月横浜市条例第 47 号）第７条第１項の規定により指定

された保存すべき緑地（告示が行われた市民の森に限る。）内の土地 
(2) 崖面崩壊防止施設を設置する土地が、市長が定めるところにより保全対象（崖面崩壊防止施設を設置

するときに既に存するものに限る。）からの離隔距離を確保している土地であること。 
 （任意に設置する擁壁） 
第 30 条 法第 12 条第１項又は法第 16 条第１項の許可を受けなければならない宅地造成又は特定盛土等に

関する工事により工事施行区域内に設置する擁壁（政令第８条第１項第１号（政令第 18条において準用す
る場合を含む。）の規定により設置するものを除く。）で地上高さが１メートルを超えるものは、同項第
２号に規定する構造又は政令第 17 条（政令第 18 条において準用する場合を含む。）の規定により国土交
通大臣の認定を受けた構造のものとしなければならない。 
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２ 前項の擁壁については、政令第９条から第 12条まで及び第 17条（政令第 18条において準用する場合を
含む。）の規定を準用する。 

３ 第１項の擁壁を設置する土地及びその周辺の土地が前条第１号アからエまでに掲げる土地に該当する場
合は、前２項の規定は、当該擁壁には適用しない。 

 （既存の擁壁等） 
第 31 条 法第 12 条第１項又は法第 16 条第１項の許可を受けなければならない宅地造成又は特定盛土等に

関する工事に係る工事施行区域内の地上高さが１メートルを超える盛土又は切土をした土地の部分に既に
存する崖、擁壁、崖面崩壊防止施設及び土留については、政令第８条から第 12条まで、第 14条、第 15条
及び第 17条（政令第 18条において準用する場合を含む。）並びに前２条の規定を準用する。 

 （土石の堆積に係る構造物等の設置条件） 
第 32 条 省令第 32 条の規定による措置により構造物を設置して、法第 12 条第１項又は法第 16 条第１項の
許可を受けなければならない土石の堆積に関する工事に係る土石の堆積を行う場合は、当該構造物及び当
該土石は、市長が定めるところにより、保全対象（当該構造物を設置するときに既に存するものに限る。）
からの離隔距離を確保しなければならない。 

２ 省令第 34条第１項第１号に規定する鋼矢板等を設置して、法第 12条第１項又は法第 16条第１項の許可
を受けなければならない土石の堆積に関する工事に係る土石の堆積を行う場合は、当該土石は、市長が定
めるところにより、保全対象（当該鋼矢板等を設置するときに既に存するものに限る。）からの離隔距離
を確保しなければならない。 

 （土石の流出防止） 
第 33 条 法第 12 条第１項又は法第 16 条第１項の許可を受けなければならない土石の堆積に関する工事に

係る土石の堆積を行う場合は、堆積する土石が雨水その他の地表水により工事施行区域外に流出しないよ
う、排水施設、沈砂池の設置その他の土石の流出を防止する措置を講じなければならない。 

２ 前項の場合において、土石の堆積を行う期間が短い場合で、市長がやむを得ないと認めたときは、当該
排水施設、沈砂池その他の土石の流出を防止する措置により設けるものを仮設のものとすることができる。 
（堆積する土石の勾配） 

第 34 条 法第 12 条第１項又は法第 16 条第１項の許可を受けなければならない土石の堆積に関する工事に
係る土石の最大堆積高さが５メートルを超える場合は、当該土石の堆積を行う土地の境界から水平面に対
して上方に２分の１の勾配をなす面を超えない範囲において土石の堆積を行わなければならない。 

 （土砂災害特別警戒区域への土石の堆積の制限） 
第 35 条 法第 12 条第１項又は法第 16 条第１項の許可を受けなければならない土石の堆積に関する工事に

係る土石の堆積を行う土地には、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平
成 12年法律第 57号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域内の土地を含めてはならない。 

第４章 雑則 
（公告の方法） 

第 36 条 法第 20 条第５項の規定による公告は、横浜市報に登載して行うものとする。ただし、緊急の必要
により横浜市報に登載して行うことができないときは、市役所、区役所等の掲示場に掲示して行うことが
できる。 

 （台帳） 
第 37 条 市長は、法第 12 条第１項の許可の申請、法第 15 条第１項の規定による協議の申出又は法第 21 条

第１項、第３項若しくは第４項の規定による届出に係る宅地造成等に関する工事について法第４章に定め
る手続の状況等を記録した台帳を作成するものとする。 

附 則 
（施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 横浜市開発事業の調整等に関する条例の一部を改正する条例（令和６年９月横浜市条例第 48号）附則第
２項の規定により、なお従前の例によることとされる同条例による改正前の横浜市開発事業の調整等に関
する条例（平成 16年３月横浜市条例第３号。以下「旧条例」という。）第９条第２項の規定による届出を
行った旧条例第２条第２号に規定する開発事業に関する宅地造成又は特定盛土等に関する工事に係る省令
第６条第４号の規則で定める方法は、第９条の規定にかかわらず、旧条例第２条第２号アからオまでに規
定する開発事業の場合にあっては旧条例第 11条各号に掲げる方法、同号カに規定する開発事業の場合にあ
っては旧条例第９条第１項の規定による標識の設置及び旧条例第 13 条第３項の規定により市長が縦覧に
供する同条第１項に規定する開発事業計画書の提出とする。 

３ 前項の場合における省令第７条第１項第 11 号又は第２項第９号に規定する書類は、第 11 条第７項の規
定にかかわらず、前項の開発事業の計画（当該計画の変更（旧条例第 15条第２項ただし書又は旧条例第 20
条第１項ただし書に規定する軽微な変更を除く。）をしている場合は、変更後のもの）について旧条例第
19条第１項（旧条例第 20条第４項の規定により準用する場合を含む。）の規定により市長が同意の決定を
した旨を記載した書面とする。 

４ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の横浜市旧宅地造成等規制法等施行細則の規定により作
成されている様式書類は、なお当分の間、適宜修正の上使用することができる。 
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第４章 様式 

１ 宅地造成及び特定盛土等規制法（省令） 別記様式（一部略） 

付番 様式名 掲載 

様式第１ 裁決申請書 ― 

様式第２ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可申請書 ○ 

様式第３ 資金計画書（宅地造成又は特定盛土等に関する工事） ○ 

様式第４ 土石の堆積に関する工事の許可申請書 ○ 

様式第５ 資金計画書（土石の堆積に関する工事） ○ 

様式第６ 許可証 ― 

様式第７ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更許可申請書 ○ 

様式第８ 土石の堆積に関する工事の変更許可申請書 ○ 

様式第９ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の完了検査申請書 ○ 

様式第 10 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の検査済証 ― 

様式第 11 土石の堆積に関する工事の確認申請書 ○ 

様式第 12 土石の堆積に関する工事の確認済証 ― 

様式第 13 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の中間検査申請書 ○ 

様式第 14 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の中間検査合格証 ― 

様式第 15 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の届出書 ○ 

様式第 16 土石の堆積に関する工事の届出書 ○ 

様式第 17 擁壁等に関する工事の届出書 ○ 

様式第 18 公共施設用地の転用の届出書 ○ 

様式第 19 特定盛土等に関する工事の届出書 ― 

様式第 20 土石の堆積に関する工事の届出書 ― 

様式第 21 特定盛土等に関する工事の変更届出書 ― 

様式第 22 土石の堆積に関する工事の変更届出書 ― 

様式第 23 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の標識 ○ 

様式第 24 土石の堆積に関する工事の標識 ○



様式第二 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可申請書 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 12 条第 1 項の規定により、許可を申請

します。 

 

    年  月  日 

（申請先） 

横浜市長 

申請者 氏名 

       

※手数料欄 

１ 

工事主住所氏名 

住所：  

氏名：  

電話番号：  

（法人役員住所氏名） 
（住所：  、 

氏名：  ） 

２ 設計者住所氏名 

住所：  

氏名：  

電話番号：  

申告番号：  

３ 工事施行者住所氏名 
住所：  

氏名：  

４ 

土地の所在地及び地番 横浜市    区 

（代表地点の緯度経度） 
（緯度：     度    分    秒 、 

 経度：     度    分    秒 ） 

５ 土地の面積  平方メートル 

６ 工事着手前の土地利用  

７ 工事完了後の土地利用  

８ 盛土のタイプ 平地盛土  ・  腹付け盛土  ・  谷埋め盛土 

９ 土地の地形 渓流等への該当 有  ・  無 

10 

工
事
の
概
要 

イ 盛土又は切土 

の高さ 

盛土  メートル 

切土  メートル 

ロ 盛土又は切土 

をする土地の面積 

盛土  平方メートル 

切土  平方メートル 

合計  平方メートル 

ハ 盛土又は切土 

の土量 

盛土  立法メートル 

切土  立法メートル 

合計  立法メートル 
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10 

工
事
の
概
要 

ニ 擁壁 

番号 構造 高さ 延長 
  メートル メートル 
  メートル メートル 

□別紙のとおり。 

ホ 崖面崩壊防止施設 

番号 構造 高さ 延長 
  メートル メートル 
  メートル メートル 

□別紙のとおり。 

へ 排水施設 

番号 種類 内法寸法 延長 
  センチメートル メートル 
  センチメートル メートル 

□別紙のとおり。 

ト 崖面の保護の方法  

チ 崖面以外の地表面の保護の方法  

リ 工事中の危険防止のための措置  

ヌ その他の措置  

ル 工事着手予定年月日     年    月    日 

ヲ 工事完了予定年月日     年    月    日 

ワ 工程の概要  

11 その他必要な事項  

※受付欄 ※決裁欄 
※許可にあたって 
付した条件 

※許可番号欄 

年  月  日  

別紙のとおり。 

  年  月  日 

第 規 号 
横 浜 市 建 調 整 指 令 
第 規 号 

係員氏名 係員氏名 

〔注意〕 
１ ※印のある欄は記入しないでください。 
２ 申請者、１欄の工事主、２欄の設計者又は３欄の

工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人
の名称及び代表者の氏名を記入してください。 

３ １欄の工事主が法人であるときは、工事主住所氏
名のほか、当該法人の役員住所氏名を記入してくだ
さい。 

４ ２欄は、資格を有する者の設計によらなければな
らない工事を含むときは、氏名の横に○印を付して
ください。 

※正副照合済 ※受付印 

年  月  日 

 

５ ３欄は、未定のときは、後で定まつてから工事着手前に届け出てください。 
 ※ 横浜市では、審査基準により、工事施行者を未定とすることはできません。 
６ ４欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従つて測量し、小数点以下第一位まで記入して

ください。 
７ ８欄は、該当する盛土タイプに○印を付してください（複数選択可）。 
８ ９欄は、渓流等（令第 7 条第２項第２号に規定する土地をいう。）への該当の有無のいずれかに
○印を付してください。 

９ 11欄は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認
可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 
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様式第三 

資金計画書（宅地造成又は特定盛土等に関する工事） 

１ 収支計画 

（単位 千円） 

科 目 金 額 摘 要 

収

入 

自己資金   

借入金   

処分収入   

補助負担金   

   

計   

支

出 

用地費   

工事費   

 整地工事費   

道路工事費   

排水施設工事費   

防災施設工事費   

   

附帯工事費   

事務費   

借入金利息   

   

計   
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２ 年度別資金計画書 

（単位 千円） 

年度 

科目 
 年度  年度  年度  年度 計 

支

出 

事業費      

用地費      

工事費      

附帯工事費      

事務費      

借入金利息      

      

借入償還金      

      

計      

収

入 

自己資金      

借入金      

処分収入      

補助負担金      

      

計      

借入金の借入先      
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様式第四 

土石の堆積に関する工事の許可申請書 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 12 条第 1 項の規定により、許可を申請

します。 

 

    年  月  日 

（申請先） 

横浜市長 

申請者 氏名 

       

※手数料欄 

１ 

工事主住所氏名 

住所：  

氏名：  

電話番号：  

（法人役員住所氏名） 
（住所：  、 

氏名：  ） 

２ 設計者住所氏名 

住所：  

氏名：  

電話番号：  

申告番号：  

３ 工事施行者住所氏名 
住所：  

氏名：  

４ 

土地の所在地及び地番 横浜市    区 

（代表地点の緯度経度） 
（緯度：     度    分    秒 、 

 経度：     度    分    秒 ） 

５ 土地の面積  平方メートル 

６ 工事の目的  
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７ 

工
事
の
概
要 

イ 土石の堆積の最大堆積高さ  メートル 

ロ 土石の堆積を行う土地の面積  平方メートル 

ハ 土石の堆積の最大堆積土量  立法メートル 

ニ 土石の堆積を行う土地の最大勾配 分の   （     度） 

ホ 勾配が十分の一を超える土地にお
ける堆積した土石の崩壊を防止する
ための措置 

 

ヘ 土石の堆積を行う土地における地
盤の改良その他の必要な措置 

 

ト 空地の設置 

番号 空地の幅 

  メートル 

  メートル 

  メートル 

チ 雨水その他の地表水を有効に排除
する措置 

 

リ 堆積した土石の崩壊に伴う土砂の
流出を防止する措置 

 

ヌ 工事中の危険防止のための措置  

ル その他の措置  

ヲ 工事着手予定年月日 土石の堆積前工事     年    月    日 

ワ 工事完了予定年月日 
土石の堆積前工事     年    月    日 

土石の除却完了     年    月    日 

カ 工程の概要  

８ その他必要な事項  

※受付欄 ※決裁欄 
※許可にあたって 
付した条件 

※許可番号欄 

年  月  日  

別紙のとおり。 

  年  月  日 

第 規 号 
横 浜 市 建 調 整 指 令 
第 規 号 

係員氏名 係員氏名 

〔注意〕 
１ ※印のある欄は記入しないでください。 
２ 申請者、１欄の工事主、２欄の設計者又は３欄の

工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人
の名称及び代表者の氏名を記入してください。 

３ １欄の工事主が法人であるときは、工事主住所氏
名のほか、当該法人の役員住所氏名を記入してくだ
さい。 

４ ３欄は、未定のときは、後で定まつてから工事着
手前に届け出てください。 

※正副照合済 ※受付印 

年  月  日 

 

※ 横浜市では、審査基準により、工事施行者を未定とすることはできません。 
５ ４欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従つて測量し、小数点以下第一位まで記入して

ください。 
６ ７欄リは、鋼矢板等を設置するときは、当該鋼矢板等について、それぞれ番号、種類、高さ及び

延長を記入し、それ以外の措置を講ずるときは、措置の内容を記入してください。 
７ ８欄は、土石の堆積に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要する

場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。   
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様式第五 

資金計画書（土石の堆積に関する工事） 

１ 収支計画 

（単位 千円） 

科 目 金 額 摘 要 

収

入 

自己資金   

借入金   

処分収入   

補助負担金   

   

計   

支

出 

用地費   

工事費   

 整地工事費   

防災施設工事費   

撤去工事費   

   

附帯工事費   

事務費   

借入金利息   

   

計   
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２ 年度別資金計画書 

（単位 千円） 

年度 

科目 
 年度  年度  年度  年度 計 

支

出 

事業費      

用地費      

工事費      

附帯工事費      

事務費      

借入金利息      

      

借入償還金      

      

計      

収

入 

自己資金      

借入金      

処分収入      

補助負担金      

      

計      

借入金の借入先 
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様式第七 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更許可申請書 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 16 条第 1 項の規定により、変更の許可

を申請します。 

 

    年  月  日 

（申請先） 

横浜市長 

申請者 氏名 

       

※手数料欄 

１ 

工事主住所氏名 

住所：  

氏名：  

電話番号：  

（法人役員住所氏名） 
（住所：  、 

氏名：  ） 

２ 設計者住所氏名 

住所：  

氏名：  

電話番号：  

申告番号：  

３ 工事施行者住所氏名 
住所：  

氏名：  

４ 

土地の所在地及び地番 横浜市    区 

（代表地点の緯度経度） 
（緯度：     度    分    秒 、 

 経度：     度    分    秒 ） 

５ 土地の面積  平方メートル 

６ 工事着手前の土地利用  

７ 工事完了後の土地利用  

８ 盛土のタイプ 平地盛土  ・  腹付け盛土  ・  谷埋め盛土 

９ 土地の地形 渓流等への該当 有  ・  無 

10 

工
事
の
概
要 

イ 盛土又は切土 

の高さ 

盛土  メートル 

切土  メートル 

ロ 盛土又は切土 

をする土地の面積 

盛土  平方メートル 

切土  平方メートル 

合計  平方メートル 

ハ 盛土又は切土 

の土量 

盛土  立法メートル 

切土  立法メートル 

合計  立法メートル 
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10 

工
事
の
概
要 

ニ 擁壁 

番号 構造 高さ 延長 
  メートル メートル 
  メートル メートル 

□別紙のとおり。 

ホ 崖面崩壊防止施設 

番号 構造 高さ 延長 
  メートル メートル 
  メートル メートル 

□別紙のとおり。 

へ 排水施設 

番号 種類 内法寸法 延長 
  センチメートル メートル 
  センチメートル メートル 

□別紙のとおり。 

ト 崖面の保護の方法  

チ 崖面以外の地表面の保護の方法  

リ 工事中の危険防止のための措置  

ヌ その他の措置  

ル 工事着手予定年月日     年    月    日 

ヲ 工事完了予定年月日     年    月    日 

ワ 工程の概要  

11 その他必要な事項  

12 変更の理由  

13 許可番号（当初許可番号） 指令第          号 

※受付欄 ※決裁欄 
※許可にあたって 
付した条件 

※許可番号欄 

年  月  日  

別紙のとおり。 

  年  月  日 

第          号 
横 浜 市 建 調 整 指 令 
第           号 

係員氏名 係員氏名 

〔注意〕 
１ ※印のある欄は記入しないでください。 
２ 申請者、１欄の工事主、２欄の設計者又は３欄の

工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人
の名称及び代表者の氏名を記入してください。 

３ １欄の工事主が法人であるときは、工事主住所氏
名のほか、当該法人の役員住所氏名を記入してくだ
さい。 

４ ２欄は、資格を有する者の設計によらなければな
らない工事を含むときは、氏名の横に○印を付して
ください。 

※正副照合済 ※受付印 

年  月  日 

 

５ ３欄は、未定のときは、後で定まつてから工事着手前に届け出てください。 
 ※ 横浜市では、審査基準により、工事施行者を未定とすることはできません。 
６ ４欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従つて測量し、小数点以下第一位まで記入して

ください。 
７ ８欄は、該当する盛土タイプに○印を付してください（複数選択可）。 
８ ９欄は、渓流等（令第 7 条第２項第２号に規定する土地をいう。）への該当の有無のいずれかに
○印を付してください。 

９ 11欄は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認
可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 
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様式第八 

土石の堆積に関する工事の変更許可申請書 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 16 条第 1 項の規定により、変更の許可

を申請します。 

 

    年  月  日 

（申請先） 

横浜市長 

申請者 氏名 

       

※手数料欄 

１ 

工事主住所氏名 

住所：  

氏名：  

電話番号：  

（法人役員住所氏名） 
（住所：  、 

氏名：  ） 

２ 設計者住所氏名 

住所：  

氏名：  

電話番号：  

申告番号：  

３ 工事施行者住所氏名 
住所：  

氏名：  

４ 

土地の所在地及び地番 横浜市    区 

（代表地点の緯度経度） 
（緯度：     度    分    秒 、 

 経度：     度    分    秒 ） 

５ 土地の面積  平方メートル 

６ 工事の目的  
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７ 

工
事
の
概
要 

イ 土石の堆積の最大堆積高さ  メートル 

ロ 土石の堆積を行う土地の面積  平方メートル 

ハ 土石の堆積の最大堆積土量  立法メートル 

ニ 土石の堆積を行う土地の最大勾配 分の   （     度） 

ホ 勾配が十分の一を超える土地にお
ける堆積した土石の崩壊を防止する
ための措置 

 

ヘ 土石の堆積を行う土地における地
盤の改良その他の必要な措置 

 

ト 空地の設置 

番号 空地の幅 

  メートル 

  メートル 

  メートル 

チ 雨水その他の地表水を有効に排除
する措置 

 

リ 堆積した土石の崩壊に伴う土砂の
流出を防止する措置 

 

ヌ 工事中の危険防止のための措置  

ル その他の措置  

ヲ 工事着手予定年月日 土石の堆積前工事     年    月    日 

ワ 工事完了予定年月日 
土石の堆積前工事     年    月    日 

土石の除却完了     年    月    日 

カ 工程の概要  

８ その他必要な事項  

９  変更の理由  

10 許可番号（当初許可番号） 指令第        号 

※受付欄 ※決裁欄 
※許可にあたって 
付した条件 

※許可番号欄 

年  月  日  

別紙のとおり。 

  年  月  日 

第            号 
横 浜 市 建 調 整 指 令 
第            号 

係員氏名 係員氏名 

〔注意〕 
１ ※印のある欄は記入しないでください。 
２ 申請者、１欄の工事主、２欄の設計者又は３欄

の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該
法人の名称及び代表者の氏名を記入してくださ
い。 

３ １欄の工事主が法人であるときは、工事主住
所氏名のほか、当該法人の役員住所氏名を記入
してください。 

４ ３欄は、未定のときは、後で定まつてから工事
着手前に届け出てください。 

※正副照合済 ※受付印 

年  月  日 

 

※ 横浜市では、審査基準により、工事施行者を未定とすることはできません。 
５ ４欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従つて測量し、小数点以下第一位まで記入して

ください。 
６ ７欄リは、鋼矢板等を設置するときは、当該鋼矢板等について、それぞれ番号、種類、高さ及び

延長を記入し、それ以外の措置を講ずるときは、措置の内容を記入してください。 
７ ８欄は、土石の堆積に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要する

場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。   
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様式第九 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の完了検査申請書 

年 月  日 

（届出先） 

横浜市長 

工事主 住所 

氏名 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 17条第 1項の規定による検査を申請します。 

１ 工事完了年月日 年 月  日 

２ 許可番号 

（協議成立番号） 

当初許可（協議） 指令第   号 

変更許可（協議） 指令第   号 

３ 許可年月日 

（協議成立年月日） 

当初許可（協議） 年 月  日 

変更許可（協議） 年 月  日 

４ 工事をした土地の 

所在地及び地番 
横浜市    区 

５ 工事施行者住所氏名 
住所 

氏名 

６ 備考 

〔注意〕 

１ ※印のある欄は記入しないでください。

２ 工事主又は５欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名

称及び代表者の氏名を記入してください。 

※受付欄

年  月  日 

第 号 
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様式第十一 

土石の堆積に関する工事の確認申請書 

年 月  日 

（届出先） 

横浜市長 

工事主 住所 

氏名 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 17条第４項の規定による確認を申請します。 

１ 工事完了年月日 年 月  日 

２ 許可番号 

（協議成立番号） 

当初許可（協議） 指令第   号 

変更許可（協議） 指令第   号 

３ 許可年月日 

（協議成立年月日） 

当初許可（協議） 年 月  日 

変更許可（協議） 年 月  日 

４ 工事をした土地の 

所在地及び地番 
横浜市    区 

５ 工事施行者住所氏名 
住所 

氏名 

６ 備考 

〔注意〕 

１ ※印のある欄は記入しないでください。

２ 工事主又は５欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名

称及び代表者の氏名を記入してください。 

※受付欄

年  月  日 

第 号 
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様式第十三 
宅地造成又は特定盛土等に関する工事の中間検査申請書 

    年    月    日 
（届出先） 
 横浜市長 

工事主 住所 
       
    氏名 
       

 
宅地造成及び特定盛土等規制法第 18 条第 1 項の規定による中間検査を申請します。 

１ 許可番号 
（協議成立番号） 

当初許可（協議） 指令第           号 

変更許可（協議） 指令第           号 

２ 許可年月日 
（協議成立年月日） 

当初許可（協議）     年    月    日 

変更許可（協議）     年    月    日 

３ 工事をした土地の 
所在地及び地番 

横浜市    区 

４ 工事施行者 
住所氏名 

住所  

氏名  

５ 今回中間検査の対
象となる特定工程に
係る工事 

検査実施回 第   回 

特定工程 
添付の図面のとおり（赤線で囲った範囲において、

盛土をする前の地盤面又は切土をした後の地盤面に
排水施設を設置する工事の工程）。 

特定工程に係る工事 
終了年月日 

    年    月    日 

６ 今回申請以前の中
間検査受検履歴 

検査実施回 第  回 第  回 

特定工程 
添付の図面のとおり（青線で囲った範囲において、

盛土をする前の地盤面又は切土をした後の地盤面に
排水施設を設置する工事の工程）。 

中間検査 
合格証 

番号 
指令 

第        号 
指令 

第       号 

交付年月日 年  月  日    年  月  日 

７ 今回申請以後の中
間検査受検予定 

検査実施回 第  回 第  回 

特定工程 
添付の図面のとおり（緑線で囲った範囲以外にお

いて、盛土をする前の地盤面又は切土をした後の地
盤面に排水施設を設置する工事の工程）。 

特定工程に係る工事 
終了予定年月日 

    年    月    日 

６ 備考  

〔注意〕 
１ ※印のある欄は記入しないでください。 
２ 工事主又は４欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名

称及び代表者の氏名を記入してください。 
３ ６及び７欄は、記入欄が不足するときは、別紙に必要な事項を記入して添

えてください。 

※受付欄 

年  月  日 
第        号 
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様式第十五 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の届出書 

 
    年    月    日 

（届出先） 

 横浜市長 

工事主 住所 

       

    氏名 

       

 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 21条第 1項の規定により、下記の工事について届け出ます。 

記 

１ 工事施行者住所氏名 
住所：  

氏名：  

２ 

工事をしている 

土地の所在地及び地番 
横浜市    区 

（代表地点の緯度経度） 
（緯度：     度    分    秒 、 

 経度：     度    分    秒 ） 

３ 工事をしている土地の面積  平方メートル 

４ 盛土のタイプ 平地盛土  ・  腹付け盛土  ・  谷埋め盛土 

５ 盛土又は切土の高さ 
盛土  メートル 

切土  メートル 

６ 
盛土又は切土をする 

土地の面積 

盛土  平方メートル 

切土  平方メートル 

合計  平方メートル 

７ 盛土又は切土の土量 

盛土  立法メートル 

切土  立法メートル 

合計  立法メートル 

８ 工事着手年月日     年    月    日 

９ 工事完了予定年月日     年    月    日 

10 工程の進捗状況  

〔注意〕 

１ 工事主又は１欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名

称及び代表者の氏名を記入してください。 

２ ２欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従つて測量し、小数点以

下第一位まで記入してください。 

※受付欄 
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様式第十六 

土石の堆積に関する工事の届出書 

 
    年    月    日 

（届出先） 

 横浜市長 

工事主 住所 

       

    氏名 

       

 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 21条第 1項の規定により、下記の工事について届け出ます。 

記 

１ 工事施行者住所氏名 
住所：  

氏名：  

２ 

工事をしている 

土地の所在地及び地番 
横浜市    区 

（代表地点の緯度経度） 
（緯度：     度    分    秒 、 

 経度：     度    分    秒 ） 

３ 工事をしている土地の面積  平方メートル 

４ 土石の堆積の最大の高さ  メートル 

５ 土石の堆積を行う土地の面積  平方メートル 

６ 土石の堆積の最大堆積量  立法メートル 

７ 工事着手年月日     年    月    日 

８ 

工事完了（※）予定年月日 

（※堆積した全ての土石の除

却の完了のことをいいます。） 

    年    月    日 

９ 工程の進捗状況  

〔注意〕 

１ 工事主又は１欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名

称及び代表者の氏名を記入してください。 

２ ２欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従つて測量し、小数点以

下第一位まで記入してください。 

※受付印 
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様式第十七 

擁壁等に関する工事の届出書 

 
    年    月    日 

（届出先） 

 横浜市長 

届出者 住所 

       

    氏名 

       

 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 21条第３項の規定により、下記の工事について届け出ます。 

記 

１ 工事が行われる 

土地の所在地及び地番 
横浜市    区 

２ 行なおうとする工事の 

種類及び内容 
 

３ 工事着手予定年月日     年    月    日 

４ 工事完了予定年月日     年    月    日 

〔注意〕 

届出者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名称及び代表者の氏名を記

入してください。 

※受付欄 
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様式第十七 

公共施設用地の転用の届出書 

 
    年    月    日 

（届出先） 

 横浜市長 

届出者 住所 

       

    氏名 

       

 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 21条第４項の規定により、下記の工事について届け出ます。 

記 

１ 転用した土地の 

所在地及び地番 
横浜市    区 

２ 転用した土地の面積  平方メートル 

３ 転用前の用途   

４ 転用後の用途   

５ 転用年月日     年    月    日 

〔注意〕 

届出者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名称及び代表者の氏名を記

入してください。 

※受付欄 
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様式第二十三 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可済標識 

１ 工事主の住所氏名 
住所  見取図 

氏名  

２ 許可番号 
当初許可 指令第        号 

変更許可       指令第        号 

３ 許可年月日 
当初許可     年    月    日 

変更許可     年    月    日 

４ 工事施行者の氏名  

５ 現場管理者の氏名  

６ 盛土又は切土の高さ 
盛土  メートル 

切土  メートル 

７ 
盛土又は切土をする

土地の面積 

盛土  平方メートル 

切土  平方メートル 

合計  平方メートル 

８ 盛土又は切土の土量 

盛土  立法メートル 

切土  立法メートル 

合計  立法メートル 

９ 工事着手予定年月日     年    月    日 

10 工事完了予定年月日     年    月    日 

11 

工事に係る問合せを

受けるための工事関

係者の連絡先 

氏名  

電話  

12 
許可担当の市部局名

称連絡先 

横浜市建築局    課    担当 

電話：045-671- 

（縦 70 センチメートル以上、横 90センチメートル以上とし、地面から標識の下端までの高さが 50セ

ンチメートル以上とする。） 

 

〔注意〕 

１ １欄の工事主、４欄の工事施行者又は５欄の現場管理者が法人であるときは、氏名は、当該法人

の名称及び代表者の氏名を記入してください。 

２ ２、３、９及び 10欄は、許可証の交付を受けた工事においては、当該許可証の許可の番号、許可期
間をそれぞれ記入してください。 
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様式第二十四 

土石の堆積に関する工事の許可済標識 

１ 工事主の住所氏名 
住所 見取図 

氏名 

２ 許可番号 
当初許可 指令第    号 

変更許可  指令第 号 

３ 許可年月日 
当初許可 年 月  日 

変更許可 年 月  日 

４ 工事施行者の氏名 

５ 現場管理者の氏名 

６ 
土石の堆積の最大堆

積高さ 
メートル

７ 
土石の堆積を行う土

地の面積 
平方メートル 

８ 
土石の堆積の最大堆

積土量 
立法メートル 

９ 工事着手予定年月日 年 月  日 

10 工事完了予定年月日 年 月  日 

11 

工事に係る問合せを

受けるための工事関

係者の連絡先 

氏名 

電話 

12 
許可担当の市部局名

称連絡先 

横浜市建築局  課    担当 

電話：045-671- 

（縦 70 センチメートル以上、横 90センチメートル以上とし、地面から標識の下端までの高さが 50セ

ンチメートル以上とする。）

〔注意〕 

１ １欄の工事主、４欄の工事施行者又は５欄の現場管理者が法人であるときは、氏名は、当該法人

の名称及び代表者の氏名を記入してください。 

２ ２、３、９及び 10欄は、許可証の交付を受けた工事においては、当該許可証の許可の番号、許可期
間をそれぞれ記入してください。 
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資料編 

資料編-80 

２ 横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則 様式（規則様式） 

付番 様式名 掲載 

第１号様式 身分証明書 ― 

第２号様式 宅地造成及び特定盛土等に関する工事の計画書 ― 

第３号様式 土石の堆積に関する工事の計画書 ― 

第４号様式 標識（宅地造成及び特定盛土等に関する工事） ― 

第５号様式 標識（土石の堆積に関する工事） ― 

第６号様式 設計者の資格に関する申告書 ○ 

第７号様式 工事施行同意証明書 ○ 

第８号様式 説明会の開催結果報告書 ― 

第９号様式 周知資料の配布結果報告書 ― 

第10号様式 掲示及びインターネット閲覧結果報告書 ― 

第11号様式 宅地造成又は特定盛土等に関する工事等の概要 ○ 

第12号様式 工事主の資力及び信用に関する申告書 ○ 

第13号様式 工事主の資力及び信用に関する誓約書 ○ 

第14号様式 工事施行者の工事施行能力に関する申告書 ○ 

第15号様式 土石の堆積に関する工事等の概要 ○ 

第16号様式 宅地造成等に関する工事の許可申請の取下届出書 ○ 

第17号様式 不許可通知書 ― 

第18号様式 
宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議申出書（国・都道府県等による

協議用） 
○ 

第19号様式 土石の堆積に関する工事の協議申出書（国・都道府県等による協議用） ○ 

第20号様式 
宅地造成等に関する工事の協議申出の取下届出書（国・都道府県等による協

議用） 
○ 

第21号様式 宅地造成等に関する工事の協議成立確認書（国・都道府県等による協議用） ― 

第22号様式 宅地造成等に関する工事の廃止届出書 ○ 

第23号様式 宅地造成等に関する工事の着手届出書 ○ 

第24号様式 土石の堆積前の工事の施行状況報告書 ○ 

第25号様式 宅地造成等に関する工事の軽微な変更届出書 ○ 

第26号様式 一般承継届出書 ○ 

第27号様式 
宅地造成又は特定盛土等に関する工事の計画変更協議申出書（国・都道府県

等による協議用） 
○ 

第28号様式 
土石の堆積に関する工事の計画変更協議申出書（国・都道府県等による協議

用） 
○ 

第29号様式 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の施行状況報告書 ○ 

第30号様式 土石の堆積に関する工事に係る土石の除却状況報告書 ○ 

第31号様式 宅地造成又は特定盛土等に関する工事に係る定期報告書 ○ 

第32号様式 土石の堆積に関する工事に係る定期報告書 ○



第６号様式（第 11条第３項） 
（第１面） 

設計者の資格に関する申告書 
（申告先） 
横浜市長 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 13 条第２項に規定する設計者の資格について、次のとおり申
告します。 
１ 申告者等 
申告書作成年月日 年 月 日 

設計者 
（申告者） 

フリガナ
氏名 
生年月日 年 月 日 
住所 

勤務先 

商号又
は名称 
所在地 
電話 

２ 申告する設計者の資格 

□学歴
種類 

１ 正規の土木又は建築に関する課程を修めて卒業したもの 
□大学 □短期大学（専門職大学の前期課程） □高等専門学校
□専門学校 □高等学校 □中等教育学校 □中等学校

２ 土木又は建築に関する事項を専攻したもの 
□大学の大学院 □大学の専攻科 □大学の研究科

卒業年月日 
又は在学期間 

年 月 日卒業 
年 月 日～ 年 月 日在学 

□資格・免許
□技術士

二次試験の技術部門 部門 
合格日 年  月  日 
登録日 年  月  日 

□一級建築士 登録日 年  月  日 
□登録講習機関が行う
講習の修了

年 月 日修了 

土
木
又
は
建
築
の
技
術
に

関
す
る
実
務
の
経
験

勤務先の 
商号又は名称 

職務内容 期間 期間合計 

年 月～ 
年 月 

（期間：  年  月） 

  年 月 

年 月～ 
年 月 

（期間：  年  月） 
年 月～ 
年 月 

（期間：  年  月） 
年 月～ 
年 月 

（期間：  年  月） 
（Ａ４） 
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（第２面） 

３ 設計経歴 

事業名称 

（工事名称） 

工事主の 

氏名・商号・

名称 

工事施行者の 

氏名・商号・

名称 

工事施行区域 

の所在地 

工事施行区域 

の面積 

許可等の番号 

許可等年月日 

摘要 

登録番号： 

（注意） 

１ 学歴、資格又は免許を証する書類を添付してください。 

２ 実務の経験を証する書類として、実務従事証明書を添付してください。 
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第７号様式（第 11条第６項） 

 

工事施行同意証明書 

 

同意年月日        年   月    日 

同意者（証明者） 

 住所 

 氏名                 ○印  

 

１ 証明内容（同意内容） 

  私又は当法人は、私又は当法人が権利を有する次の土地又は建築物その他の工作物が存する土

地について、２の工事主が、宅地造成及び特定盛土等規制法の規定により２の工事を施行するこ

とに同意したことを証明します。 

権利を有する土地又は 

建築物その他の工作物の 

所在地（地番） 

地目又は建築物 

その他の工作物の 

種類 

地積又は建築物 

その他の工作物の 

規模、用途等 

権利の種別 摘要 

     

     

     

     

     

 

２ 工事の概要等 

工事主 
住所  

氏名  

工事施行区域の所在地（地番）  

工事の種別 
□宅地造成又は特定盛土等（盛土又は切土）に関する工事 

□土石の堆積（土砂又は岩石の積重ね）に関する工事 

 

（注意） 

１ この証明書は、２の工事主が、２の工事について宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく

許可を受けるため又は協議のために、許可の申請書又は協議の申出書に添付し、横浜市に提

出するものです。 

２ 「同意者（証明者）」の「住所」及び「氏名」は、法人にあっては、本店又は主たる事務所

の所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

３ 「権利を有する土地又は建築物その他の工作物の所在地（地番）」の欄は、土地１筆ごと又

は建築物その他の工作物ごとに記入してください。 

４ 「権利の種別」の欄には、工事施行区域内の土地についての所有権、地上権、質権、賃借

権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収益を目的とする権利を記載してください。 

５ 「権利の種別」の欄に記入した権利を有することを証する書類（土地又は建物の登記事項

証明書等）及び同意者の印鑑証明書その他同意を得たことを証する書類を添付してくださ

い。 

６ 「工事主」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の所

在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

（Ａ４） 
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第 11号様式（第 11条第８項第１号） 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事等の概要 

許可対象行為の種別 □宅地造成 □特定盛土等 

盛土規制法上
の土地の用途 

現況 □宅地 □農地 □採草放牧地 □森林 □公共施設用地 

計画 □宅地 □農地 □採草放牧地 □森林 □公共施設用地 

工事の内容 

□盛土、切土、鉄筋コンクリート造の擁壁、無筋コンクリート造
の擁壁又は大臣認定擁壁のうち練積み造擁壁以外の擁壁に係る
工事 

□間知石練積み造擁壁、大臣認定擁壁のうち練積み造擁壁又は補
強コンクリートブロック造の擁壁に係る工事 

□地下車庫の建築工事 
□崖面を覆う建築物（地下車庫を除く。）の建築工事 

定期報告が必要な規模 
の盛土・切土 

□有（盛土高さ２ｍ超の崖、切土高さ５ｍ超の崖、盛土と切土高
さ５ｍ超の崖、盛土高さ５ｍ超又は盛土と切土面積 3,000㎡超） 

□無 

渓流等への該当 

□① 有：山間部における、河川の流水が継続して存する土地 
□② 有：山間部における、地形、草木の生茂の状況その他の状

況が①の土地に類する状況を呈している土地 
□③ 有：①及び②の土地並びにその周辺の土地の地形から想定

される集水地域にあって、雨水その他の地表水が集中し、又
は地下水が湧出するおそれが大きい土地 

□④ 無 

集水地形への該当 

□有 
□無：工事施行区域及びその周辺の土地が平坦地以外（工事着手

後に地下水（湧水）についての調査要） 
□無：工事施行区域及びその周辺の土地が平坦地 

実施する地下水排除工等 
（※渓流等又は集水地形へ
の該当が有の場合） 

□暗渠排水工 □基盤排水層 □水平排水層 □仮設排水工 

法定中間検査 
□要（定期報告が必要な規模の盛土・切土に該当し、かつ、暗渠排
水工を行う場合） 

□不要 
擁壁の設置又は盛土に必要
な地盤の許容応力度（最大
値） 

kN/㎡ 

地盤調査の有無 
□有（市長が必要と認める場合） 
□無（工事着手後に地盤を確認する場合） 

備考 
 
 
 

（Ａ４） 
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第 12号様式（第 11条第８項第２号） 

（第１面） 

工事主の資力及び信用に関する申告書 

（申告先） 

横浜市長 

 

  宅地造成及び特定盛土等規制法第 12条第２項第２号に規定する工事主の資力及び信用について、

次のとおり申告します。 

１ 申告者等 

申告年月日 

（提出年月日） 
年    月    日 

工事主 

（申告者） 

住所  

氏名  

 

２ 申告内容（その１） 

法令による登録 

（建設業法、宅地建物取引業法等） 

 

資本金の額      千円 

主たる取引銀行  

本店又は 

主たる事務所 

所在地  

代表者の役職名  

代表者の氏名  

電話  

横浜市内の支店 

又は 

従たる事務所 

所在地  

代表者の役職名  

代表者の氏名  

電話  

納税額 
年度 所得税 法人税 計 

年度 円 円 円 

（注意） 
「工事主」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の所在

地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 
（Ａ４） 
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（第２面） 
３ 申告内容（その２）（※個人の場合は、第２面の記入及び添付は不要です。） 

 
役職名 

（フリガナ） 
氏名 

生年月日 役員の住所 

法
人
の
役
員
の
う
ち
申
請
に
係
る
工
事
に
つ
い
て
決
定
権
を
有
す
る
者 

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

 
（      ） 

 
 年 月 日  

（注意） 
 １ 必要に応じて行を追加してください。 
２ 第２面に記入した内容を使用して、工事主の資力及び信用に関する誓約書（第 13 号様式）
にて誓約した事項について市長が真偽を確認するために、警察及び関係行政機関に照会する場
合があります。 
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（第３面） 
４ 申告内容（その３） 

従
業
員
数 

  事務職 技術職 労務職     計 

法人全体 人 人 人 人 人 人 

横浜市内の支店又は
従たる事務所 

人 人 人 人 人 人 

主
な
技
術
者
名 

職名 氏名 年齢 勤続年数 資格、免許、学歴等 

    歳 年   

    歳 年   

    歳 年   

    歳 年   

    歳 年   

主
な
宅
地
造
成
等
に
関
す
る
工
事
の
経
歴 

事業名 
(工事名) 
注文主名 

事業主・
元請・下
請の区分 

場所 
盛切土面積 
（区域面積） 

許可等の番号 
許可等年月日 

着工年月 
完了年月 

      
ｍ2 

(    ｍ2) 

第     号 
年  月  日 

年 月 
年 月 

      
ｍ2 

(    ｍ2) 

第     号 
年  月  日 

年 月 
年 月 

      
ｍ2 

(    ｍ2) 

第     号 
年  月  日 

年 月 
年 月 

      
ｍ2 

(    ｍ2) 

第     号 
年  月  日 

年 月 
年 月 

そ
の
他
必
要
な
事
項 

  

 
５ 添付書類 
 (1) 工事主が個人の場合にあっては、工事主の住民票の写し（個人番号が記載されていないもの

に限る。以下同じ。）若しくは個人番号カード（個人番号が記載されていない面に限る。以下同
じ。）の写し又はこれらに類するものであつて氏名及び住所を証する書類（宅地造成及び特定
盛土等規制法施行規則（以下「省令」という。）第７条第１項第７号又は同条第２項第５号に規
定する書類） 

 (2) 工事主が法人の場合にあっては、次の書類（省令第７条第１項第８号又は同条第２項第６号
に規定する書類） 

  ア 法人の登記事項証明書 
  イ 役員（「第２面 法人の役員のうち申請に係る工事について決定権を有する者」に記入し

た者に限り、許可申請書に添付する印鑑証明書によって、氏名、住所及び生年月日が確認で
きる者を除く。）の住民票の写し、個人番号カードの写し又はこれらに類するものであつて
氏名及び住所を証する書類 

(3) 申告書の記載事項を証する次の書類 
ア 所得税又は法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類（原則として前年度分のもの） 
イ 上記アの証する書類に係る事業年度の貸借対照表及び損益計算書（決算報告書）（法人の
場合に限る。） 

ウ その他申告書の記載事項に誤りがないことを確認するため市長が必要と認める書類 
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第 13号様式（第 11条第８項第３号） 

年  月  日 

工事主の資力及び信用に関する誓約書 

（提出先） 

横浜市長 

工事主（誓約者） 

 住所 

 氏名                 ○印  

 

私又は当法人は、宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「法」という。）第 12条第１項の許可を

受けるに当たって、同条第２項第２号に規定する工事主の資力及び信用について、次のとおり誓約

します。 

 

【誓約事項】 

１ 私又は当法人は、次のいずれにも該当しません。 

(1) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

(2) 法若しくは宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第 55 号）による改正前

の宅地造成等規制法（以下「旧法」という。）又はそれらの法に基づく処分に違反し、罰金以上

の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過し

ない者 

(3) 法第 12条第１項、法第 16条第１項、法第 30条第１項若しくは法第 35条第１項又は旧法第

８条第１項若しくは旧法第 12 条第１項の許可を取り消され、その取消しの日から５年を経過

しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る

行政手続法第 15条の規定による通知があった日前 60日以内に当該法人の役員であった者で当

該取消しの日から５年を経過しない者を含む。） 

(4) 法（旧法を含む。）に基づき擁壁等の設置その他宅地造成等に伴う災害の防止のため必要な

措置をとることを命ぜられた者で、当該措置を完了した日から６か月を経過しない者（当該命

ぜられた者が法人である場合においては、当該命令の処分を受ける原因となった工事が行われ

た当時現に当該法人の役員であった者で当該措置を完了した日から６か月を経過しない者を

含む。）（命ぜられた措置を行うために法第 12条第１項の許可を受ける場合を除く。） 

(5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。） 

(6) 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

(7) 法人の場合にあっては、その役員のうちに(2)、(3)、(4)又は(5)に該当する者があるもの 

 

２ 私又は当法人は、この誓約が虚偽であること又はこの誓約に反したことにより、市長が法第 12

条第１項又は法第 16 条第１項の許可について不許可の処分又は許可の取消しの処分その他の不

利益となる処分等を行っても、異議は一切申し立てません。 

 

３ 私又は当法人は、この誓約した事項について市長が真偽を確認するために、市長が必要と認め

た場合には、私又は当法人の役員の氏名、住所及び生年月日等の個人情報を使用して、警察及び

関係行政機関に照会することについて同意します。 

 

（注意） 

１ 「工事主」の「住所」及び「氏名」は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の所在

地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

２ 工事主の印鑑証明書を添付してください。 

（Ａ４） 
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第 14号様式（第 11条第８項第５号） 

（第１面） 

工事施行者の工事施行能力に関する申告書 

（申告先） 

横浜市長 

 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 12 条第２項第３号に規定する工事施行者の宅地造成等に関す

る工事を完成するための能力について、次のとおり申告します。 

１ 申告者等 

申告年月日（提出年月日）  

工事施行者 

（申告者） 

住所  

氏名  

 

２ 申告内容（その１） 

法令による登録 

（建設業法、宅地建物取引業法等） 
 

資本金の額      千円 

主たる取引銀行  

本店又は 

主たる事務所 

所在地  

代表者の役職名  

代表者の氏名  

電話  

横浜市内の支店 

又は 

従たる事務所 

所在地  

代表者の役職名  

代表者の氏名  

電話  

（注意） 

「工事施行者」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の

所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

（Ａ４） 
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（第２面） 

３ 申告内容（その２） 

従
業
員
数 

  事務職 技術職 労務職     計 

法人全体 人 人 人 人 人 人 

横浜市内の支店又は
従たる事務所 

人 人 人 人 人 人 

主
な
技
術
者
名 

職名 氏名 年齢 勤続年数 資格、免許、学歴等 

    歳 年   

    歳 年   

    歳 年   

    歳 年   

    歳 年   

主
な
宅
地
造
成
等
に
関
す
る
工
事
の
経
歴 

事業名 
（工事名） 
注文主名 

事業主・
元請・下
請の区分 

場所 
盛切土面積 
（区域面積） 

許可等の番号 
許可等年月日 

着工年月 
完了年月 

      
ｍ2 

(    ｍ2) 

第     号 
年  月  日 

年 月 
年 月 

      
ｍ2 

(    ｍ2) 

第     号 
年  月  日 

年 月 
年 月 

      
ｍ2 

(    ｍ2) 

第     号 
年  月  日 

年 月 
年 月 

      
ｍ2 

(    ｍ2) 

第     号 
年  月  日 

年 月 
年 月 

      
ｍ2 

(    ｍ2) 

第     号 
年  月  日 

年 月 
年 月 

そ
の
他
必
要
な
事
項 

  

 

４ 添付書類 

 申告書の記載事項を証する書類として、次に掲げるものを添付してください。 

(1) 法人の登記事項証明書 

(2) 建設業の許可を受けていることを証する書類 

(3) その他この申告書の記載事項に誤りがないことを確認するため市長が必要と認める書類 
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第 15号様式（第 11条第 10項第１号） 

土石の堆積に関する工事等の概要 

宅地造成及び
特定盛土等規
制法上の土地
の用途 

堆積前 □宅地 □農地 □採草放牧地 □森林 □公共施設用地 

除却後 □宅地 □農地 □採草放牧地 □森林 □公共施設用地 

工事の内容 

□土石を堆積する土地の勾配を 1/10 以下にするための盛土又は
切土に係る工事 

□構台に係る工事 
□地盤改良工事 
□柵等に係る工事 
□排水施設（側溝及び沈砂池を含む。）に係る工事 
□鋼矢板等に係る工事 
□構台又は鋼矢板等の工作物の解体 

定期報告が必要な規模 
の土石の堆積 

□有（最大堆積高さ５ｍ超かつ堆積面積 1,500 ㎡超又は堆積面積
3,000㎡超） 

□無 

堆積する土石の種類  

堆積する土石の単位重量 kN/㎥ 

土石の堆積（構台又は鋼矢板
等の構造物の設置を含む。）
に必要な地盤の許容応力度
（最大値） 

kN/㎡ 

地盤調査の有無 
□有（市長が必要と認める場合） 
□無（工事着手後に地盤を確認する場合） 

備考 

 
 
 
 

（注意） 

  「工事の内容」の欄に掲げる工事に該当する工事を複数の工事施行者が施行する場合は、「備

考」の欄に工事施行者ごとに施行する工事を記載してください。 

（Ａ４） 
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第 16号様式（第 12条） 
 

宅地造成等に関する工事の許可申請の取下届出書 
 

（提出先） 

横浜市長 

 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 12条第１項又は第 16条第１項の許可の申請を取り下げます
ので、横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第 12条の規定により、取下届出書を提出し
ます。 

提出年月日（取下年月日）     年    月    日 

工事主 
（提出者） 

住所  

氏名  

電話  

取
り
下
げ
る 

申
請 

工事施行区域の所在地 
（地番） 

 

許可申請年月日 
（変更許可申請年月日） 

    年    月    日 

許可申請受付番号 
（変更許可申請受付番号） 

第        号 

取下げの理由 

 
 
 
 

 

受付欄 

 

（注意） 
１ 「工事主」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の所
在地並びに商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

２ 受付欄は、記入しないでください。 
３ 宅地造成及び特定盛土等規制法第 12条第１項の許可を受けた後に、宅地造成等に関する工
事を廃止しようとするときは、第 22号様式の宅地造成等に関する工事の廃止届出書を市長に
提出してください。 

（Ａ４） 
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国・都道府県等による協議用 

第 18 号様式（第 16 条第１項） 

（第１面） 

 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議申出書  

（申出先） 

横浜市長 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 15 条第１項の規定により、宅地造成又は特定盛土等に関する

工事についての協議を申し出ます。 

申出年月日（提出年月日） 年    月    日 

工事主 

（申出者） 

所在地  

名称  

代表者  

電話  

設計者 

住所  

氏名  

電話  

資格を有する者の設計によら

なければならない工事 
□有 □無 

工事施行者 

住所  

氏名  

電話  

土地の所在地及び地番 

（代表地点の緯度経度） 

 

（緯度：    度    分    秒） 

（経度：    度    分    秒） 

土地の面積 ㎡ 

工事着手前の土地利用状況  

工事完了後の土地利用  

盛土のタイプ □平地盛土 □腹付け盛土 □谷埋め盛土 □盛土なし 

渓流等への該当（土地の地形） □有 □無 

受付番号 第        号 

 

受付欄 

 

（注意） 
１ 「工事施行者」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の

所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 
２ 「（代表地点の緯度経度）」の欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、

小数点以下第１位まで記入してください。 
３ 「受付番号」の欄及び受付欄は、記入しないでください。 

（Ａ４） 
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国・都道府県等による協議用 
（第２面） 

工
事
の
概
要 

盛土又は切土の高さ 
盛土  ｍ 

切土  ｍ 

盛土又は切土をする 
土地の面積 

盛土  ㎡ 
切土  ㎡ 
合計  ㎡ 

盛土又は切土の土量 
盛土  ㎥ 
切土  ㎥ 
合計  ㎥ 

擁壁 

番号 構造 高さ 延長 
  ｍ ｍ 
  ｍ ｍ 
  ｍ ｍ 

崖面崩壊防止施設 

番号 種類 高さ 延長 
  ｍ ｍ 
  ｍ ｍ 
  ｍ ｍ 

排水施設 

番号 種類 内法寸法 延長 
  cm ｍ 
  cm ｍ 
  cm ｍ 

崖面の保護の方法  
崖面以外の地表面の保
護の方法 

 

工事中の危害防止のた
めの措置 

 

その他の措置  
工事着手予定年月日 年    月    日 
工事完了予定年月日 年    月    日 
工程の概要  

その他必要な事項  
（注意） 

「その他必要な事項」の欄は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて
他の法令による許可、認可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入
してください。 
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第 19号様式（第 16条第２項） 

（第１面） 

土石の堆積に関する工事の協議申出書 

（申出先） 

横浜市長 

 宅地造成及び特定盛土等規制法第 15 条第１項の規定により、土石の堆積に関する工事について

の協議を申し出ます。 

申出年月日（提出年月日） 年    月    日 

工事主 

（申出者） 

所在地  

名称  

代表者  

電話  

設計者 

住所  

氏名  

電話  

工事施行者 

住所  

氏名  

電話  

土地の所在地及び地番 

（代表地点の緯度経度） 

 

（緯度：    度    分    秒） 

（経度：    度    分    秒） 

土地の面積 ㎡ 

工事の目的  

受付番号 第        号 

 

受付欄 

 

（注意） 
１ 「工事施行者」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の

所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 
２ 「代表地点の緯度経度」の欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小

数点以下第１位まで記入してください。 
３ 「受付番号」の欄及び受付欄は、記入しないでください。 

（Ａ４） 
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（第２面） 

工
事
の
概
要 

土石の堆積の最大堆積高さ       ｍ 

土石の堆積を行う土地の面

積 
㎡ 

土石の堆積の最大堆積土量 ㎥ 

土石の堆積を行う土地の最

大勾配 
 

勾配が10分の１を超える土

地における堆積した土石の

崩壊を防止するための措置 

 

土石の堆積を行う土地にお

ける地盤の改良その他の必

要な措置 

 

空地の設置 

番号 空地の幅 

 ｍ 

 ｍ 

 ｍ 

雨水その他の地表水を有効

に排除する措置 
 

堆積した土石の崩壊に伴う

土砂の流出を防止する措置 
 

工事中の危害防止のための

措置 
 

その他の措置  

工事着手予定年月日 年    月    日 

工事完了予定年月日 年    月    日 

工程の概要  

その他必要な事項  

（注意） 
１ 「堆積した土石の崩壊に伴う土砂の流出を防止する措置」の欄は、鋼矢板等を設置するとき
は、当該鋼矢板等についてそれぞれ番号、種類、高さ及び延長を記入し、それ以外の措置を講
ずるときは、措置の内容を記入してください。 

２ 「その他必要な事項」の欄は、土石の堆積に関する工事を施行することについて他の法令に
よる許可、認可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してくだ
さい。 
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第 20号様式（第 16条第３項） 
 

宅地造成等に関する工事の協議申出の取下届出書 
 

（提出先） 

横浜市長 

 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 15条第１項（同法第 16条第３項において準用する場合を含
む。）の協議の申出を取り下げますので、横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第 16条
第３項の規定により、取下届出書を提出します。 

提出年月日（取下年月日）     年    月    日 

工事主 
（提出者） 

住所  

氏名  

電話  

取
り
下
げ
る 

申
出 

工事施行区域の所在地 
（地番） 

 

協議申出年月日 
（変更協議申出年月日） 

    年    月    日 

協議申出受付番号 
（変更協議申出受付番号） 

第          号 

取下げの理由 

 
 
 
 

 

受付欄 

 

（注意） 
１ 「工事主」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては本店又は主たる事務所の所在

地並びに商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 
２ 受付欄は、記入しないでください。 
３ 宅地造成及び特定盛土等規制法第 12条第１項の許可を受けた後に、宅地造成等に関する工

事を廃止しようとするときは、第 22号様式の宅地造成等に関する工事の廃止届出書を市長に
提出してください。 

（Ａ４） 
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第 22号様式（第 17条） 
 

宅地造成等に関する工事の廃止届出書 
 

（提出先） 

横浜市長 

 

宅地造成及び特定盛土等規制法第12条第１項の許可（同法第15条第１項の規定により許可があ
ったものとみなされる場合を含む。）を受けた宅地造成等に関する工事を廃止したいため、横浜
市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第17条の規定により廃止届出書を提出します。 

提出年月日     年    月    日 

工事の廃止予定年月日     年    月    日 

工事主 

（提出者） 

住所  

氏名  

電話  

工事施行区域の所在地（地番）  

廃
止
す
る
工
事

に
係
る
許
可 

許可（協議）対象行為の種別 □宅地造成 □特定盛土等 □土石の堆積 

許可（協議成立）年月日 

（変更許可（協議成立）年月日） 

    年    月    日 

（   年    月    日） 

許可（協議成立）番号 

（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第        号 

（       指令第        号） 

廃止の理由 

 

 

 

 

廃止しようとする工事に伴う災害の発生

を防止する必要な措置の状況 

 

 

 

 

備考  

 

受付欄 

 

（注意） 
１ 「工事主」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の所
在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

２ 受付欄は、記入しないでください。 
３ 廃止しようとする工事に係る許可証又は宅地造成等に関する工事の協議成立確認書を持参
してください。 

（Ａ４） 
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第 23号様式（第 18条） 
宅地造成等に関する工事の着手届出書 

（提出先） 
横浜市長 

 
宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「法」という。）第 12条第１項の許可（法第 15条第１

項の規定により許可があったものとみなされる場合を含む。）を受けた宅地造成等に関する工事
に着手するため、横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第 18条の規定により着手届出書
を提出します。 
１ 工事主、工事施行者、現場管理者、工事施行区域、工事に係る許可及び工期等 
提出年月日     年    月    日 

工事主 
（提出者） 

住所  
氏名  
電話  

工事施行者 
住所  
氏名  
電話  

現場管理者 

所属する法人の名称  
所属する法人の所在地  
氏名  
所属する法人の電話  
現場管理者の電話  

工事施行区域の所在地（地番）  
許可（協議）対象行為の種別 □宅地造成 □特定盛土等 □土石の堆積 
許可（協議成立）年月日 
（変更許可（協議成立）年月日） 

    年    月    日 
（   年    月    日） 

許可（協議成立）番号 
（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第        号 
（       指令第        号） 

宅地造成又は特
定盛土等に関す
る工事の場合 

工事の着手年月日     年    月    日 

工事の完了予定年月日     年    月    日 

土石の堆積に関
する工事の場合 

土石の堆積前工事 
の着手年月日 

    年    月    日 

土石の堆積前工事 
の完了予定年月日 

    年    月    日 

土石の堆積 
の予定期間 

    年    月    日～ 
    年    月    日 

土石の除却完了 
の予定年月日 

    年    月    日 

備考  

 

受付欄 

 
２ 添付図書 
(1) 工事主、工事施行者及び設計者の緊急時の連絡先を記載した書類 
 (2) 宅地造成等に関する工事のうち主要なものの工程表 
 (3) 法第 49条の規定により設置した標識の写真（その設置状況並びに当該標識に記載された事

項及び貼付された見取図を確認できるものに限る。） 
 (4) その他市長が必要と認める図書 
 
（注意） 
１ 「工事主」及び「工事施行者」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又
は主たる事務所の所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください
。 

２ 受付欄は、記入しないでください。 
（Ａ４） 資料編-99



第 24号様式（第 19条第７項） 
土石の堆積前の工事の施行状況報告書 

（提出先） 

横浜市長 

 

横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第 19条第７項の規定により、土石の堆積前の工
事の施行状況報告書を提出します。 

１ 工事施行者、工事施行区域及び工事に係る許可等 

提出年月日     年    月    日 

工事施行者 
（提出者） 

住所  

氏名  

電話  

工事施行区域の所在地（地番）  

許可（協議成立）年月日 
（変更許可（協議成立）年月日） 

    年    月    日 
（   年    月    日） 

許可（協議成立）番号 
（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第        号 
（       指令第        号） 

土石の堆積前工事の着手年月日     年    月    日 

土石の堆積前工事の完了年月日     年    月    日 

備考  

 

受付欄 

 

２ 添付図書 
(1) 工事を施行した土地及びその付近の状況を明らかにする写真 
(2) その他の当該工事が宅地造成及び特定盛土等規制法第 13条第１項の規定に適合しているか

どうかについて確認するために市長が必要と認める図書 
 
（注意） 
１ 「工事施行者」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所
の所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

２ 受付欄は、記入しないでください。 
（Ａ４） 
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第 25号様式（第 21条第１項） 
宅地造成等に関する工事の軽微な変更届出書 

（届出先） 
横浜市長 

宅地造成等に関する工事について軽微な変更を行いましたので、宅地造成及び特定盛土等規制
法（以下「法」という。）第 16条第２項の規定により届け出ます。 

１ 工事主、工事施行区域及び工事に係る許可等 
届出年月日     年    月    日 

工事主 
（届出者） 

住所  
氏名  
電話  

工事施行区域の所在地（地番）  
許可（協議）対象行為の種別 □宅地造成 □特定盛土等 □土石の堆積 
許可（協議成立）年月日 
（変更許可（協議成立）年月日） 

    年    月    日 
（   年    月    日） 

許可（協議成立）番号 
（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第        号 
（       指令第        号） 

 
２ 変更の内容等 

変更の種別 

□ 工事主の氏名、商号若しくは名称、代表者の役職名若しくは氏名又は住所若
しくは所在地の変更 

□ 設計者の氏名、商号若しくは名称、代表者の役職名若しくは氏名又は住所若
しくは所在地の変更 

□ 工事施行者の氏名、商号若しくは名称、代表者の役職名若しくは氏名又は住
所若しくは所在地の変更 

□ 工事の着手予定年月日の変更 
□ 工事の完了予定年月日の変更（土石の堆積に関する工事の場合は、工事予定
期間を超えないものに限る。） 

変更の内容 

変更前 変更後 

  

変更の理由  

備考  

 

受付欄 

 
２ 添付図書 
(1) 工事主、設計者又は工事施行者の氏名若しくは名称又は住所が変更になったことを証する

書類（当該事項の変更をした場合に限る。） 
(2) 宅地造成等に関する工事の着手届出書に添付した次に掲げる書類のうち軽微な変更に伴い

その内容が変更されるもの（当該届出書を既に提出している場合に限る。） 
  ア 工事主、工事施行者及び設計者の緊急時の連絡先を記載した書類 
  イ 宅地造成等に関する工事のうち主要なものの工程表 
  ウ 法第 49条の規定により設置した標識の写真（その設置状況並びに当該標識に記載された

事項及び貼付された見取図を確認できるものに限る。） 
(3) その他市長が必要と認める図書 
 
（注意） 
１ 「工事主」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては本店又は主たる事務所の所在
地並びに商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

２ 受付欄は、記入しないでください。 
（Ａ４） 
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第 26号様式（第 21条第２項） 
一般承継届出書 

（届出先） 

横浜市長 

宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「法」という。）第12条第１項の許可（法第15条第１項
の規定により許可があったものとみなされる場合を含む。）の地位を承継し、当該承継により当
該許可に係る工事主の氏名若しくは名称又は住所を変更しましたので、法第16条第２項の規定に
より届け出ます。 

１ 承継人、工事施行区域及び工事に係る許可等 
届出年月日     年    月    日 

承継人 
（届出者） 

住所  
氏名  
電話  

連絡先 
（担当者・代理者） 

氏名  

電話  

E-mail  
工事施行区域の所在地（地番）  
許可（協議）対象行為の種別 □宅地造成 □特定盛土等 □土石の堆積 
許可（協議成立）年月日 
（変更許可（協議成立）年月日） 

    年    月    日 
（   年    月    日） 

許可（協議成立）受付番号 
（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第        号 
（       指令第        号） 

 
２ 承継（変更）の内容等 

被承継人 

住所  

氏名  

承継人との続柄  

承継した年月日 年    月    日 

承継の原因 

 
 
 
 

備考 
 
 

 

受付欄 

 
３ 添付図書 
(1) 許可に基づく地位の承継の事実を証する書類 
(2) 宅地造成等に関する工事の着手届出書に添付した次に掲げる書類のうち地位の承継に伴い

その内容が変更されるもの（当該届出書を既に提出している場合に限る。） 
  ア 工事主、工事施行者及び設計者の緊急時の連絡先を記載した書類 
  イ 宅地造成等に関する工事のうち主要なものの工程表 
  ウ 法第 49条の規定により設置した標識の写真（その設置状況並びに当該標識に記載された

事項及び貼付された見取図を確認できるものに限る。） 
(3) その他市長が必要と認める図書 
 
（注意） 
１ 「承継人」及び「被承継人」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は
主たる事務所の所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

２ 「連絡先（担当者・代理者）」の「氏名」の欄は、法人にあっては、商号又は名称及び氏
名を記入してください。 

３ 受付欄は、記入しないでください。 
（Ａ４） 
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第 27号様式（第 22条第１項） 
（第１面） 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の計画変更協議申出書 
（申出先） 

横浜市長 
 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 16 条第３項において準用する同法第 15 条第１項の規定によ
り、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の計画変更についての協議を申し出ます。 

申出年月日（提出年月日） 年    月    日 

工事主 

（申出者） 

所在地  

名称  

代表者  

電話  

設計者 

住所  

氏名  

電話  

資格を有する者の設計によら

なければならない工事 
□有 □無 

工事施行者 

住所  

氏名  

電話  

土地の所在地及び地番 

（代表地点の緯度経度） 

 

（緯度：    度    分    秒） 

（経度：    度    分    秒） 

土地の面積 ㎡ 

工事着手前の土地利用状況  

工事完了後の土地利用  

盛土のタイプ □平地盛土 □腹付け盛土 □谷埋め盛土 □盛土なし 

渓流等への該当（土地の地形） □有 □無 

協議成立番号（当初）         指令第        号 

協議成立年月日（当初）     年    月    日 

受付番号 第        号 

 

受付欄 

 

（注意） 
１ 「工事施行者」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の

所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 
２ 「（代表地点の緯度経度）」の欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、
小数点以下第１位まで記入してください。 

３ 「受付番号」の欄及び受付欄は、記入しないでください。 
（Ａ４）  
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（第２面） 

工
事
の
概
要 

盛土又は切土の高さ 
盛土  ｍ 

切土  ｍ 

盛土又は切土をする土

地の面積 

盛土  ㎡ 

切土  ㎡ 

合計  ㎡ 

盛土又は切土の土量 

盛土  ㎥ 

切土  ㎥ 

合計  ㎥ 

擁壁 

番号 構造 高さ 延長 

  ｍ ｍ 

  ｍ ｍ 

  ｍ ｍ 

崖面崩壊防止施設 

番号 種類 高さ 延長 

  ｍ ｍ 

  ｍ ｍ 

  ｍ ｍ 

排水施設 

番号 種類 内法寸法 延長 

  cm ｍ 

  cm ｍ 

  cm ｍ 

崖面の保護の方法  

崖面以外の地表面の保

護の方法 
 

工事中の危害防止のた

めの措置 
 

その他の措置  

工事着手予定年月日 年    月    日 

工事完了予定年月日 年    月    日 

工程の概要  

その他必要な事項  

変更の理由  

許可番号 第       号 

（注意） 
「その他必要な事項」の欄は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて

他の法令による許可、認可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入
してください。 
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第 28号様式（第 22条第２項） 
（第１面） 

土石の堆積に関する工事の計画変更協議申出書 
（申出先） 

横浜市長 
 

 宅地造成及び特定盛土等規制法第 16 条第３項において準用する同法第 15 条第１項の規定によ
り、土石の堆積に関する工事の計画変更についての協議を申し出ます。 

申出年月日（提出年月日） 年    月    日 

工事主 

（申出者） 

所在地  

名称  

代表者  

電話  

設計者 

住所  

氏名  

電話  

工事施行者 

住所  

氏名  

電話  

土地の所在地及び地番 

（代表地点の緯度経度） 

 

（緯度：    度    分    秒） 

（経度：    度    分    秒） 

土地の面積 ㎡ 

工事の目的  

協議成立番号（当初）         指令第        号 

協議成立年月日（当初）     年    月    日 

受付番号 第        号 

 

受付欄 

 

（注意） 
１ 「工事施行者」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の

所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 
２ 「代表地点の緯度経度」の欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小

数点以下第１位まで記入してください。 
３ 「受付番号」の欄及び受付欄は、記入しないでください。 

（Ａ４） 
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（第２面） 

工
事
の
概
要 

土石の堆積の最大堆積高さ       ｍ 

土石の堆積を行う土地の面積 ㎡ 

土石の堆積の最大堆積土量 ㎥ 

土石の堆積を行う土地の最大

勾配 
 

勾配が 10 分の１を超える土地

における堆積した土石の崩壊

を防止するための措置 

 

土石の堆積を行う土地におけ

る地盤の改良その他の必要な

措置 

 

空地の設置 

番号 空地の幅 

 ｍ 

 ｍ 

 ｍ 

雨水その他の地表水を有効に

排除する措置 
 

堆積した土石の崩壊に伴う土

砂の流出を防止する措置 
 

工事中の危害防止のための措

置 
 

その他の措置  

工事着手予定年月日 年    月    日 

工事完了予定年月日 年    月    日 

工程の概要  

その他必要な事項  

変更の理由  

許可番号  

（注意） 
１ 「堆積した土石の崩壊に伴う土砂の流出を防止する措置」の欄は、鋼矢板等を設置するとき
は、当該鋼矢板等についてそれぞれ番号、種類、高さ及び延長を記入し、それ以外の措置を講
ずるときは、当該措置の内容を記入してください。 

２ 「その他必要な事項」の欄は、土石の堆積に関する工事を施行することについて他の法令に
よる許可、認可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してくだ
さい。 
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第 29号様式（第 23条第１項） 
 

宅地造成及び特定盛土等に関する工事の施行状況報告書 
（提出先） 

横浜市長 

 

横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第 23条第１項の規定により、宅地造成及び特定
盛土等に関する工事の施行状況報告書を提出します。 

１ 工事主、工事施行者、工事施行区域及び工事に係る許可等 

提出年月日     年    月    日 

工事主 
（提出者） 

住所  

氏名  

電話  

工事施行者 

住所  

氏名  

電話  

工事施行区域の所在地（地番）  

許可（協議成立）年月日 
（変更許可（協議成立）年月日） 

    年    月    日 
（   年    月    日） 

許可（協議成立）番号 
（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第        号 
（       指令第        号） 

工事着手年月日     年    月    日 

工事完了年月日     年    月    日 

備考  

 

受付欄 

 

２ 添付図書 
(1) 宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行した土地及びその付近の状況を明らかにする

写真 
(2) その他の当該工事が宅地造成及び特定盛土等規制法第 13条第１項の規定に適合しているか

どうかについて検査するために市長が必要と認める図書 
 
（注意） 
１ 「工事主」及び「工事施行者」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又
は主たる事務所の所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください
。 

２ 受付欄は、記入しないでください。 
（Ａ４） 
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第 30号様式（第 23条第２項） 

土石の堆積に関する工事に係る土石の除却状況報告書 
（提出先） 

横浜市長 

横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第 23条第２項の規定により、土石の堆積に関す
る工事に係る土石の除却状況報告書を提出します。 

１ 工事主、工事施行者、工事施行区域及び工事に係る許可等 

提出年月日 年 月 日 

工事主 
（提出者） 

住所 

氏名 

電話 

工事施行者 

住所 

氏名 

電話 

工事施行区域の所在地（地番） 

許可（協議成立）年月日 
（変更許可（協議成立）年月日） 

年 月 日 
（ 年 月 日） 

許可（協議成立）番号 
（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第 号 
（ 指令第 号） 

工事着手年月日 年 月 日 

工事（土石の除却）完了年月日 年 月 日 

備考 

受付欄 

２ 添付図書 
(1) 土石の除却した土地及びその付近の状況を明らかにする写真
(2) その他市長が必要と認める図書

（注意） 
１ 「工事主」及び「工事施行者」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又
は主たる事務所の所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください
。 

２ 受付欄は、記入しないでください。 
（Ａ４） 
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第 31号様式（第 25条第１項） 
宅地造成又は特定盛土等に関する工事に係る定期報告書 

（報告先） 
横浜市長 

 
宅地造成及び特定盛土等に関する工事について、宅地造成及び特定盛土等規制法第 19条第１項

の規定により、当該工事の実施の状況について報告します。 
１ 工事に係る許可及び報告事項等 

報告年月日（提出年月日）     年    月    日 

報告に係る写真の撮影年月日 

（報告の時点。報告年月日の７日以内） 
    年    月    日 

前回の報告年月日（※２回目以後の場合）     年    月    日 

工事主 

（報告者） 

住所  

氏名  

電話  

工事施行区域の所在地（地番）  

許可（協議成立）年月日 

（変更許可（協議成立）年月日） 

    年    月    日 

（   年    月    日） 

許可（協議成立）番号 

（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第        号 

（       指令第        号） 

報告の時点 

における 

工事の 

施行状況 

盛土の高さ     ｍ 

切土の高さ     ｍ 

盛土の面積     ㎡ 

切土の面積 ㎡ 

盛土の土量     ㎥ 

切土の土量     ㎥ 

擁壁、崖面崩壊防止施設、排水

施設若しくは地滑り抑止ぐい

又はグラウンドアンカーその

他の土留に関する工事 

 

備考  

 

受付欄 

 
２ 添付図書 
(1) 報告の時点（報告をする日の７日以内に撮影したものに限る。）における盛土又は切土を

している土地及びその付近の状況を明らかにする写真 
(2) 前号の写真を撮影した箇所を示した図面 

※ 造成計画平面図、排水施設の平面図、擁壁の配置図又は崖面崩壊防止施設の配置図等を
使用し、必要に応じて工事を施行した範囲を明示してください。 

(3) その他市長が必要と認める図書 
 
（注意） 
１ 「工事主」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の所
在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

２ 「擁壁、崖面崩壊防止施設、排水施設若しくは地滑り抑止ぐい又はグラウンドアンカーそ
の他の土留に関する工事」の欄ついては、２(1)及び(2)の書類によって当該工事の施行状況
が明らかな場合は、「添付書類のとおり。」と記入してください。 

３ 受付欄は、記入しないでください。 
（Ａ４） 
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第 32号様式（第 25条第２項） 
土石の堆積に関する工事に係る定期報告書 

（報告先） 
横浜市長 

土石の堆積に関する工事について、宅地造成及び特定盛土等規制法第 19条第１項の規定によ
り、当該工事の実施の状況について報告します。 
１ 工事に係る許可及び報告事項等 

報告年月日（提出年月日） 年 月 日 

報告に係る写真の撮影年月日 

（報告の時点。報告年月日の７日以内） 
年 月 日 

前回の報告年月日（※２回目以後の場合） 年 月 日 

工事主 

（報告者） 

住所 

氏名 

電話 

工事施行区域の所在地（地番） 

許可（協議成立）年月日 

（変更許可（協議成立）年月日） 

年 月 日 

（ 年 月 日） 

許可（協議成立）番号 

（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第 号 

（ 指令第 号） 

報告の時点 

における 

工事の 

施行状況 

土石の堆積の高さ ｍ 

土石の堆積の面積 ㎡ 

堆積されている土石の土量 ㎥ 

前回の報告の時点から新たに

堆積された土石の土量及び除

却された土石の土量（２回目

以後の報告の場合） 

㎥ 

宅地造成及び特定盛土等規制

法施行規則第 32 条に規定す

る構造物、同規則第 34条第１

項に規定する鋼矢板等に関す

る工事（当該構造物及び鋼矢

板等の維持管理の状況を含

む。） 

備考 

受付欄 

２ 添付図書 
(1) 報告の時点（報告をする日の７日以内に撮影したものに限る。）における土石の堆積を行

っている土地及びその付近の状況を明らかにする写真
(2) 前号の写真を撮影した箇所を示した図面

※ 土石の堆積計画平面図等を使用し、必要に応じて工事を施行した範囲及び土石の堆積を
行っている範囲を明示してください。

(3) その他市長が必要と認める図書

（注意） 
１ 「工事主」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の所
在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

２ 受付欄は、記入しないでください。 
（Ａ４） 
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３ 規則様式以外の様式（規則外様式） 

付番 様式名 掲載

規則外第１様式 
宅地造成及び特定盛土等規制法第 12条第１項の許可の要否に係る

事前相談書（宅地造成又は特定盛土等に関する工事） 
○ 

規則外第２様式 
宅地造成及び特定盛土等規制法第 12条第２項の許可の要否に係る

事前相談書（土石の堆積に関する工事） 
○ 

規則外第３様式 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の事前協議願 ○ 

規則外第４様式 土石の堆積に関する工事の事前協議願 ○ 

規則外第５様式 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の計画変更事前協議願 ○ 

規則外第６様式 土石の堆積に関する工事の計画変更事前協議願 ○ 

規則外第７様式 図書目次（その１）（宅地造成又は特定盛土等に関する工事） ○ 

規則外第８様式 図書目次（その２）（宅地造成又は特定盛土等に関する工事） ○ 

規則外第９様式 図書目次（その１）（土石の堆積に関する工事） ○ 

規則外第 10様式 図書目次（その２）（土石の堆積に関する工事） ○ 

規則外第 11様式 実務従事証明書 ○ 

規則外第 12様式 工事施行区域内の権利者一覧表 ○ 

規則外第 13様式 
宅地造成又は特定盛土等に関する工事に係る定期報告・中間検査・工

程確認について（通知） 
○ 

規則外第 14様式 
土石の堆積に関する工事に係る定期報告・中間検査・工程確認につい

て（通知） 
○ 

規則外第 15様式 土石の堆積を行うために必要な工事の完了届出書 ○ 

規則外様式 緊急体制連絡票 ○



規則外第１号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 12 条第１項の許可の要否に係る事前相談書 
（宅地造成又は特定盛土等に関する工事） 

（提出先） 
横浜市長 

 盛土又は切土をする次の工事について、宅地造成及び特定盛土等規制法第 12 条第１項の許可の要否
に係る相談書を提出します。 

１ 相談の概要 

提出年月日 年    月    日 

相談者 

（提出者） 

住所  

氏名  

電話  

連絡先 

（担当者・代理者） 

氏名  

電話  

E-mail  

相
談
に
係
る
工
事
の
概
要 

工事施行区域の所在地及び地番  

工事施行区域内 

の土地の用途 

現況 □宅地 □農地 □採草放牧地 □森林 □公共施設用地 

計画 □宅地 □農地 □採草放牧地 □森林 □公共施設用地 

工事施行区域の面積 ｍ2 

盛土又は切土をする土地の面積 

※ 工事施行区域の面積が 

500ｍ2を超える場合に記入 

① 全体 ｍ2 

② ①のうち、盛土又は切土をする前後の地

盤面の標高の差が 30cmを超えない部分 ｍ2 

③ 許可要否判断用（①－②） ｍ2 

予定建築物の用途・工事の目的  

備考  

受付番号 第        号 

２ 添付書類 
(1) 位置図 

※ 工事施行区域の境界を赤色で示すこととします。(2)から(5)の図面も同じ。 
 (2) 現況図 
  ※ 従前の土地利用が行われていたときの地盤面を示すこととします。 

※ 工事施行区域及びその周辺の土地の境界、標高、地形及び地物並びに公共施設用地の境界及び
形状を示すこととします。(3)から(5)の図面も同じ。 

(3) 土地利用計画図 
(4) 造成計画平面図 

※ 現況図と重ね合せた図面とし、盛土を行う土地の部分を赤系色に、切土を行う土地の部分を黄
系色に着色することとします。(5)の図面も同じ。 

※ 盛土又は切土をする前後の地盤面の標高の差が 30cm を超えない盛土又は切土をする土地の範
囲を盛土及び切土それぞれの同系色のハッチングで示すこととします（工事施行区域の面積が
500ｍ2を超える場合。）。 (5)の図面も同じ。 

(5) 造成計画断面図 
※ 盛土又は切土により生ずる崖の高さ及び盛土の高さを示すこととします。 

(6) 盛土又は切土をする土地の面積の求積図及び求積表（工事施行区域の面積が 500ｍ2 を超える場
合。） 

  ※ 盛土又は切土をする前後の地盤面の標高の差が 30 cm を超えない盛土又は切土をする土地の求
積図及び求積表を含みます。 

(7) 現況写真 
 (8) その他市長が必要と認める書類 

（注意） 
１ 「相談者」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主

たる事務所の所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入
してください。 

２ 「連絡先（担当者・代理者）」の「氏名」の欄は、法人にあっては商号又
は名称及び氏名を記入してください。 

３ 「受付番号」の欄及び「受付欄」は記入しないでください。 
４ この事前相談書に係る許可の要否の回答は、口頭により行います。 
５ この事前相談書の内容は、必要に応じて指定確認検査機関及び関係行政
機関に提供する場合がありますので、あらかじめ了承ください。 

（Ａ４） 

受付欄 
 



規則外第２号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 12 条第１項の許可の要否に係る事前相談書 
（土石の堆積に関する工事） 

（提出先） 
横浜市長 

 土石を積重ねる次の工事について、宅地造成及び特定盛土等規制法第 12 条第１項の許可の要否に係
る相談書を提出します。 

１ 相談の概要 

提出年月日 年 月  日 

相談者 
（提出者） 

住所 

氏名 

電話 

連絡先 
（担当者・代理者） 

氏名 

電話 

E-mail

相
談
に
係
る
工
事
の
概
要

工事施行区域の所在地及び地番 

工事施行区域内 
の土地の用途 

現況 □宅地 □農地 □採草放牧地 □森林 □公共施設用地

計画 □宅地 □農地 □採草放牧地 □森林 □公共施設用地

工事施行区域の面積 ｍ2 

土石の積重ねをする土地の面積 
※ 当該土地の面積が 

500ｍ2を超える場合に記入 
※ 予定する最大のもの

① 全体 ｍ2 
② ①のうち、土石の積重ねをする前後の地
盤面の標高の差が 30cmを超えない部分 ｍ2

③ 許可要否判断用（①－②） ｍ2 

土石の積重ね高さ 
※ 予定する最大のもの

ｍ 

積み重ねる土石の種類 

土石の積重ねの目的 

その他の法令手続 
□あり：法令等名称（ ） 
□なし

備考 

受付番号 第 号 

２ 添付書類 
(1) 位置図

※ 工事施行区域の境界を赤色で示すこととします。(2)から(5)の図面も同じ。
(2) 現況図

※ 工事施行区域及びその周辺の土地の境界、標高、地形及び地物並びに公共施設用地の境界及び
形状を示すこととします。(3)から(4)の図面も同じ。

(3) 土石の積重ね計画平面図
※ 土石の積重ね（予定する最大のもの。以下同じ。）を行う土地の境界を赤色の破線示すことと
します。(4)の図面も同じ。

※ 土石の積重ねの高さ、標高及び形状を示すこととします。(4)の図面も同じ。
※ 土石の積重ねをする前後の地盤面の標高の差が 30cm を超えない土石の積重ねをする土地の範
囲を示すこととします（土石の積重ねをする土地の面積が 500ｍ2を超える場合。）。(4)の図面
も同じ。

(4) 土石の積重ね計画断面図
(5) 土石の積重ねをする土地の面積の求積図及び求積表（土石の積重ねをする土地の面積が 500ｍ2

を超える場合。）
※ 土石の積重ねをする前後の地盤面の標高の差が 30cm を超えない土石の積重ねをする土地の求
積図及び求積表を含みます。

(6) 現況写真
(7) その他市長が必要と認める書類

（注意） 
１ 「相談者」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主

たる事務所の所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入
してください。 

２ 「連絡先（担当者・代理者）」の「氏名」の欄は、法人にあっては商号又
は名称及び氏名を記入してください。 

３ 「受付番号」の欄及び「受付欄」は記入しないでください。 
４ この事前相談書に係る許可の要否の回答は、口頭により行います。 
５ この事前相談書の内容は、必要に応じて関係行政機関に提供する場合が

ありますので、あらかじめ了承ください。 
（Ａ４） 

受付欄 
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規則外第３号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 
（第１面） 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の事前協議申出書 

（申出先） 
横浜市長 

 横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第 16 条第 1 項の規定により、宅地造成又は特
定盛土等に関する工事の計画が宅地造成及び特定盛土等規制法第 13 条第１項の基準（雨水その
他の地表水を集水する排水施設及び盛土又は切土した地盤内の排水施設以外の排水施設に係る
基準を除く。）に適合しているかどうかについての事前協議を申し出ます。 

申出年月日（提出年月日） 年 月    日 

工事主 

（申出者） 

所在地 

名称 

代表者 

電話 

設計者 

住所 

氏名 

電話 

土地の所在地及び地番 

（代表地点の緯度経度） 
（緯度： 度 分 秒、 

経度： 度 分 秒） 

土地の面積 ｍ2 

工事着手前の土地利用状況 

工事完了後の土地利用 

盛土のタイプ □平地盛土 □腹付け盛土 □谷埋め盛土 □盛土なし

渓流等への該当（土地の地形） □有、□無 

受付番号 第  号 

受付欄 

（注意） 
１ 「工事主」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の所在

地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 
２ 「（代表地点の緯度経度）」の欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、
小数点以下第一位まで記入してください。 

３ 「受付番号」の欄及び受付欄は、記入しないでください。 
（Ａ４） 
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（第２面） 

工
事
の
概
要 

盛土又は切土の高さ       ｍ 

盛土又は切土をする土

地の面積 
ｍ2 

盛土又は切土の土量 
盛土 ｍ3 

切土 ｍ3 

擁壁 

番号 構造 高さ 延長 

  ｍ ｍ 

  ｍ ｍ 

  ｍ ｍ 

崖面崩壊防止施設 

番号 種類 高さ 延長 

  ｍ ｍ 

  ｍ ｍ 

  ｍ ｍ 

排水施設 

番号 種類 内法寸法 延長 

  cm ｍ 

  cm ｍ 

  cm ｍ 

崖面の保護の方法  

崖面以外の地表面の保

護の方法 
 

工事中の危害防止のた

めの措置 
 

その他の措置  

工事着手予定年月日 年    月    日 

工事完了予定年月日 年    月    日 

工程の概要  

その他必要な事項  

（注意） 
１ 「その他必要な事項」の欄は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて
他の法令による許可、認可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入
してください。 

２ 次の書類を添付してください。 
 (1) 委任状 
(2) 宅地造成又は特定盛土等に関する工事等の概要（市細則第 11号様式） 
(3) 図書目次（その２）（宅地造成又は特定盛土等に関する工事）（規則外第８号様式） 
(4) 「盛土規制法の手引 手続編 第１章 ８(2)許可申請に必要な書類（宅地造成又は特定盛土等

に関する工事の場合）」の表中の「図面」及び「技術的基準」の区分に掲げる書類のうち市長
が必要と認める書類 

（Ａ４） 
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規則外第４号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 

（第１面） 

土石の堆積に関する工事の協議申出書 

（申出先） 

横浜市長 

横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第 16 条第２項の規定により、土石の堆積に関

する工事の計画が宅地造成及び特定盛土等規制法第 13 条第１項の基準（雨水その他の地表水を

集水する排水施設及び沈砂池以外の排水施設に係る基準を除く。）に適合しているかどうかにつ

いての事前協議を申し出ます。 

申出年月日（提出年月日） 年 月    日 

工事主 

（申出者） 

住所 

氏名 

電話 

設計者 

住所 

氏名 

電話 

土地の所在地及び地番 

（代表地点の緯度経度） 
（緯度： 度 分 秒、 

経度： 度 分 秒） 

土地の面積 ｍ2 

工事の目的 

受付番号 第  号 

受付欄 

（注意） 
１ 「工事主」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の所在

地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 
２ 「代表地点の緯度経度」の欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小

数点以下第一位まで記入してください。 
３ 「受付番号」の欄及び受付欄は、記入しないでください。 

（Ａ４） 
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（第２面） 

工
事
の
概
要

土石の堆積の最大堆積高さ ｍ 

土石の堆積を行う土地の面

積 
ｍ2 

土石の堆積の最大堆積土量 ｍ3 

土石の堆積を行う土地の最

大勾配 

勾配が十分の一を超える土

地における堆積した土石の

崩壊を防止するための措置 

土石の堆積を行う土地にお

ける地盤の改良その他の必

要な措置 

空地の設置 

番号 空地の幅 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

雨水その他の地表水を有効

に排除する措置 

堆積した土石の崩壊に伴う

土砂の流出を防止する措置 

工事中の危害防止のための

措置 

その他の措置 

工事着手予定年月日 年 月    日 

工事完了予定年月日 年 月    日 

工程の概要 

その他必要な事項 

（注意） 
１ 「堆積した土石の崩壊に伴う土砂の流出を防止する措置」の欄は、鋼矢板等を設置するときは、
当該鋼矢板等についてそれぞれ番号、種類、高さ及び延長を記入し、それ以外の措置を講ずると
きは、措置の内容を記入してください。 

２ 「その他必要な事項」の欄は、土石の堆積に関する工事を施行することについて他の法令によ
る許可、認可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 

２ 次の書類を添付してください。 
(1) 委任状
(2) 土石の堆積に関する工事等の概要（市細則第 15号様式）
(3) 図書目次（その２）（土石の堆積に関する工事）（規則外第 10号様式）
(4) 「盛土規制法の手引 手続編 第１章 ８(4)許可申請に必要な書類（土石の堆積に関する工事

の場合）」の表中の「図面」及び「技術的基準」の区分に掲げる書類のうち市長が必要と認め
る書類

（Ａ４） 
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規則外第５号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 
（第１面） 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の計画変更事前協議申出書 
（申出先） 

横浜市長 

横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第 22 条の規定により、宅地造成又は特定盛土
等に関する工事の計画変更が宅地造成及び特定盛土等規制法第 13 条第１項の基準（雨水その他
の地表水を集水する排水施設及び盛土又は切土した地盤内の排水施設以外の排水施設に係る基
準を除く。）に適合しているかどうかについての事前協議を申し出ます。 

申出年月日（提出年月日） 年 月    日 

工事主 

（申出者） 

住所 

氏名 

電話 

設計者 

住所 

氏名 

電話 

土地の所在地及び地番 

（代表地点の緯度経度） 
（緯度： 度 分 秒、 

経度： 度 分 秒） 

土地の面積 ｍ2 

工事着手前の土地利用状況 

工事完了後の土地利用 

盛土のタイプ □平地盛土 □腹付け盛土 □谷埋め盛土 □盛土なし

渓流等への該当（土地の地形） □有 □無

許可（協議成立）年月日 

（変更許可（協議成立）年月日） 

年  月 日 

（ 年  月 日） 

許可（協議成立）番号 

（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第 号 

（ 指令第 号） 

受付番号 第  号 

受付欄 

（注意） 
１ 「工事主」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の所在

地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 
２ 「（代表地点の緯度経度）」の欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、
小数点以下第一位まで記入してください。 

３ 「受付番号」の欄及び受付欄は、記入しないでください。 
（Ａ４） 
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（第２面） 

工
事
の
概
要 

盛土又は切土の高さ       ｍ 

盛土又は切土をする土

地の面積 
ｍ2 

盛土又は切土の土量 
盛土 ｍ3 

切土 ｍ3 

擁壁 

番号 構造 高さ 延長 

  ｍ ｍ 

  ｍ ｍ 

  ｍ ｍ 

崖面崩壊防止施設 

番号 種類 高さ 延長 

  ｍ ｍ 

  ｍ ｍ 

  ｍ ｍ 

排水施設 

番号 種類 内法寸法 延長 

  cm ｍ 

  cm ｍ 

  cm ｍ 

崖面の保護の方法  

崖面以外の地表面の保

護の方法 
 

工事中の危害防止のた

めの措置 
 

その他の措置  

工事着手予定年月日 年    月    日 

工事完了予定年月日 年    月    日 

工程の概要  

その他必要な事項  

変更の理由  

（注意） 
１ 「その他必要な事項」の欄は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて
他の法令による許可、認可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入
してください。 

２ 次の書類を添付してください。 
 (1) 委任状 
(2) 宅地造成又は特定盛土等に関する工事等の概要（市細則第 11号様式） 
(3) 工事の計画の変更の内容を示した書類 
(4) 「盛土規制法の手引 手続編 第１章 ８(2)許可の申請に必要な図面（宅地造成又は特定盛土

等に関する工事の場合）」の表中の「図面」及び「技術的基準」の区分に掲げる書類のうち、
その内容が変更されるもの 

（Ａ４） 
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規則外第６号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 
（第１面） 

土石の堆積に関する工事の計画変更事前協議申出書 
（申出先） 

横浜市長 

 横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第 22 条の規定により、土石の堆積に関する工
事の計画変更が宅地造成及び特定盛土等規制法第 13 条第１項の基準（雨水その他の地表水を集
水する排水施設及び沈砂池以外の排水施設に係る基準を除く。）に適合しているかどうかについ
ての事前協議を申し出ます。 

申出年月日（提出年月日） 年 月    日 

工事主 

（申出者） 

所在地 

名称 

代表者 

電話 

設計者 

住所 

氏名 

電話 

土地の所在地及び地番 

（代表地点の緯度経度） 
（緯度： 度 分 秒、 

経度： 度 分 秒） 

土地の面積 ｍ2 

工事の目的 

許可（協議成立）年月日 

（変更許可（協議成立）年月日） 

年  月 日 

（ 年  月 日） 

許可（協議成立）番号 

（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第 号 

（ 指令第 号） 

受付番号 第  号 

受付欄 

（注意） 
１ 「工事主」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の所在

地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 
２ 「代表地点の緯度経度」の欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小

数点以下第一位まで記入してください。 
３ 「受付番号」の欄及び受付欄は、記入しないでください。 

（Ａ４） 
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（第２面） 

工
事
の
概
要

土石の堆積の最大堆積高さ ｍ 

土石の堆積を行う土地の面積 ｍ2 

土石の堆積の最大堆積土量 ｍ3 

土石の堆積を行う土地の最大

勾配 

勾配が十分の一を超える土地

における堆積した土石の崩壊

を防止するための措置 

土石の堆積を行う土地におけ

る地盤の改良その他の必要な

措置 

空地の設置 

番号 空地の幅 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

雨水その他の地表水を有効に

排除する措置 

堆積した土石の崩壊に伴う土

砂の流出を防止する措置 

工事中の危害防止のための措

置 

その他の措置 

工事着手予定年月日 年 月    日 

工事完了予定年月日 年 月    日 

工程の概要 

その他必要な事項 

変更の理由 

（注意） 
１ 「堆積した土石の崩壊に伴う土砂の流出を防止する措置」の欄は、鋼矢板等を設置するときは、
当該鋼矢板等についてそれぞれ番号、種類、高さ及び延長を記入し、それ以外の措置を講ずると
きは、当該措置の内容を記入してください。 

２ 「その他必要な事項」の欄は、土石の堆積に関する工事を施行することについて他の法令によ
る許可、認可等を要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 

２ 次の書類を添付してください。 
(1) 委任状
(2) 土石の堆積に関する工事等の概要（市細則第 15号様式）
(3) 工事の計画の変更の内容を示した書類
(4) 「盛土規制法の手引 手続編 第１章 ８(4)許可の申請に必要な図面（土石の堆積に関する工

事の場合）」の表中の「図面」及び「技術的基準」の区分に掲げる書類のうち、その内容が変
更されるもの

（Ａ４） 
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規則外第７号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 

図書目次（その１）（宅地造成又は特定盛土等に関する工事） 
分類 番号 書類 添付 備考 

目次 １ 図書目次（その１）（規則外第７条様式） 

概要 ２ 
宅地造成又は特定盛土等に関する工事等の概要（市細則第 11号

様式） 

工
事
主
の
資
力
及
び
信
用

３ 工事主の資力及び信用に関する申告書（市細則第 12号様式） 

４ 
工事主の資力及び信用に関する誓約書（市細則第 13号様式）及
び印鑑証明書 

５ 資金計画書（省令別記様式第３） 

６ 

工事主の住民票の写し若しくは個人番号カードの写し、運転免
許証の写し、運転経歴証明書（交付年月日が平成 24年４月１日
以降のものに限ります。）の写し、在留証明、在留カードの写
し又は特別永住者証明書の写し 

７ 工事主の法人の登記事項証明書 

８ 

役員の住民票の写し若しくは個人番号カードの写し、運転免許
証の写し、運転経歴証明書（交付年月日が平成 24年４月１日以
降のものに限ります。）の写し、在留証明、在留カードの写し
又は特別永住者証明書の写し 

９ 納税証明書（その１） 

10 貸借対照表及び損益計算書（決算報告書） 

11 金融機関が発行する工事主の預金残高証明書 

12 金融機関等が発行する工事主への融資証明書 

13 融資元の印鑑証明書 

14 融資元の預金残高証明書 

15 住民税の納税証明書又は源泉徴収票等 

16 法人の成立から最新月までの法人税申告のための基礎資料 

17 その他市長が必要と認める書類（ ） 

工
事
施
行
者
の

工
事
施
行
能
力

18 
工事施行者の工事施行能力に関する申告書（市細則第 14 号様
式） 

19 工事施行者の法人の登記事項証明書 

20 建設業許可通知書の写し又は建設業許可証明（確認）書の原本 

21 
国土交通省の建設業者・宅建業者等企業情報検索システムにお
いて申請に係る工事施行者について建設業者の詳細情報を印
刷したもの 

22 その他市長が必要と認める書類（  ） 

設
計
者
の
資
格

23 設計者の資格に関する申告書（市細則第６号様式） 

24 卒業証書の写し、卒業証明書の写し又は在学期間を証する書類 

25 一級建築士免許の写し又は一級建築士登録証明書の写し 

26 
技術士二次試験合格証の写し又は技術士二次試験合格証明書
の写し 

27 登録講習機関が行う講習を修了したことを証する書類 

27 実務従事証明書（規則外様式） 

土
地
所
有
者
等

の
同
意 

28 工事施行区域内の権利者一覧表（規則外様式） 

29 工事施行同意証明書（市細則第７号様式） 

30 土地・建物の登記事項証明書等 

31 印鑑証明書 

32 その他同意を得たことを証する書類（ ） 

周知 
33 開発事業計画の同意通知書 

34 開発事業計画の変更の同意通知書 

協議 35 技術的基準（排水施設）に係る事前協議の結果に関する書類 
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規則外第８号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 

図書目次（その２）（宅地造成又は特定盛土等に関する工事） 

分類 番号 書類 添付 備考 

目次 １ 図書目次（その２）（規則外第８号様式） 

図
面

２ 位置図 

３ 現況図 

４ 公図の写し 

５ 造成計画平面図 

６ 造成計画断面図 

７ 崖の断面図 

８ 排水施設の平面図 

９ 擁壁又は崖面崩壊防止施設の配置図 

10 擁壁又は崖面崩壊防止施設の展開図 

11 求積図及び求積表 

12 擁壁の構造図 

13 崖面崩壊防止施設の構造図 

14 排水施設の構造図 

15 その他市長が必要と認める書類（ ） 

16 その他市長が必要と認める書類（ ） 

技
術
的
基
準

17 地盤調査その他の調査又は試験の結果をまとめた書類 

18 擁壁の構造計算書 

19 崖面崩壊防止施設の構造計算書 

20 
地盤調査その他の調査又は試験に基づく地盤の安定計算を

記載した安定計算書 

21 国土交通大臣の認定に係る書類 

22 深層混合処理での地盤改良（柱状改良）に係る計算書 

23 
令第７条第２項第２号に規定する土地（渓流等）又集水地形

に該当するかを調査した結果をまとめた書類 

24 
盛土又は切土をしようとする土地及びその付近の状況を明

らかにする写真 

25 写真を撮影した箇所を示した図面 

26 
擁壁用透水マット協会の認定証、設計・施工要領及びカタロ

グ 

27 
浅層混合処理又は地盤の置換での地盤改良又はに係る計算

書等の書類 

28 
予定する建築物（地下車庫を含みます。）に係る書類（平面

図、立面図、断面図、仕上表、面積表、構造計算書） 

29 
公共施設用地等の境界に係る調査資料（道路水路境界調査図

等） 

30 防災計画書 

31 暗渠排水工に係る排水施設の設計書 

32 その他市長が必要と認める書類（ ） 

33 その他市長が必要と認める書類（ ） 
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規則外第９号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 

図書目次（その１）（土石の堆積に関する工事） 
分類 番号 書類 添付 備考 

目次 １ 図書目次（その１）（規則外第９号様式） 

概要 ２ 土石の堆積に関する工事等の概要（市細則第 15号様式） 

工
事
主
の
資
力
及
び
信
用

３ 工事主の資力及び信用に関する申告書（市細則第 12号様式） 

４ 
工事主の資力及び信用に関する誓約書（市細則第 13号様式）及
び印鑑証明書 

５ 資金計画書（省令別記様式第５） 

６ 

工事主の住民票の写し若しくは個人番号カードの写し、運転免
許証の写し、運転経歴証明書（交付年月日が平成 24年４月１日
以降のものに限ります。）の写し、在留証明、在留カードの写
し又は特別永住者証明書の写し 

７ 工事主の法人の登記事項証明書 

８ 

役員の住民票の写し若しくは個人番号カードの写し、運転免許
証の写し、運転経歴証明書（交付年月日が平成 24年４月１日以
降のものに限ります。）の写し、在留証明、在留カードの写し
又は特別永住者証明書の写し 

９ 納税証明書（その１） 

10 貸借対照表及び損益計算書（決算報告書） 

11 金融機関が発行する工事主の預金残高証明書 

12 金融機関等が発行する工事主への融資証明書 

13 融資元の印鑑証明書 

14 融資元の預金残高証明書 

15 住民税の納税証明書又は源泉徴収票等 

16 法人の成立から最新月までの法人税申告のための基礎資料 

17 その他市長が必要と認める書類（  ） 

工
事
施
行
者
の

工
事
施
行
能
力

18 
工事施行者の工事施行能力に関する申告書（市細則第 14 号様
式） 

19 工事施行者の法人の登記事項証明書 

20 建設業許可通知書の写し又は建設業許可証明（確認）書の原本 

21 
国土交通省の建設業者・宅建業者等企業情報検索システムにお
いて申請に係る工事施行者について建設業者の詳細情報を印
刷したもの 

22 その他市長が必要と認める書類（  ） 

土
地
所
有
者
等

の
同
意 

23 工事施行区域内の権利者一覧表（規則外第 12号様式） 

24 工事施行同意証明書（市細則第７号様式） 

25 土地・建物の登記事項証明書等 

26 印鑑証明書 

27 その他同意を得たことを証する書類（ ） 

周知 
28 開発事業計画の同意通知書 

29 開発事業計画の変更の同意通知書 

協議 30 技術的基準（排水施設）に係る事前協議の結果に関する書類 
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規則外第 10号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 

図書目次（その２）（土石の堆積に関する工事） 

分類 番号 書類 添付 備考 

目次 １ 図書目次（その２）（規則外第 10号様式） 

図
面

２ 位置図 

３ 現況図 

４ 公図の写し 

５ 土石の堆積計画平面図 

６ 土石の堆積計画断面図 

７ 求積図及び求積表 

８ 排水施設の構造図 

９ その他市長が必要と認める書類（ ） 

10 その他市長が必要と認める書類（ ） 

技
術
的
基
準

11 地盤調査その他の調査又は試験の結果をまとめた書類 

12 省令第 32条に定める措置が適切であることを証する書類 

13 
省令第 34 条第１項各号に掲げる措置の内容が適切であるこ

とを証する書類 

14 
土石の堆積を行おうとする土地及びその付近の状況を明ら

かにする写真 

15 写真を撮影した箇所を示した図面 

16 その他市長が必要と認める書類（ ） 

17 その他市長が必要と認める書類（ ） 
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規則外第 11号様式（宅地造成及び定盛土等規制法関係） 

実務従事証明書 

（提出先） 

横浜市長 

 次の３欄の従事者（宅地造成及び特定盛土等規制法第 12条第１項の許可の申請に係る設計者）

は、次の４欄の土木又は建築の技術に関する実務の経験を有する者であることを証明します。 

１ 証明年月日（作成年月日） 年 月    日 

２ 従事者の勤務先 

（証明者） 

所在地 

商号又は名称 

代表者 

電話 

３ 従事者 

（設計者） 

氏名 

生年月日 年  月 日 

４ 従事者（設計者） 

の土木又は建築 

の技術に関する 

実務の経験 

期間 年  月 日から 

年  月 日まで 

（期間：  年 月） 

職務内容 

従事していた 

主な設計内容 

事業名称 

（工事名称） 

工事施行区域 

の所在地 

工事施行区域 

の面積（㎡） 

（Ａ４） 
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規則外第 12号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 

工事施行区域内の権利者一覧表 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

土地又は建築物 
その他の工作物の 
所在地（地番） 

地目又は 
建築物 
その他の 
工作物の 
種類 

地積又は 
建築物 
その他の 
工作物の 

規模、用途等 

権利の 
種別 

権利者の 
住所・氏名 

摘要 

（注意） 

１ 「権利の種別」欄には、所有権、地上権、永小作権、地役権、質権、賃借権、使用貸借によ

る権利及び採石権の別を記載してください。 

２ 「権利者の住所・氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の所在地、商号又

は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

（Ａ４） 
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規則外第 13号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事に係る許可証の添付書類 

（第１面） 

宅地造成及び特定盛土等に関する工事に係る 

定期報告・中間検査について（通知） 

 許可（協議が成立）しました、次の１の工事について、横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法

施行細則（以下「市細則」という。）第 14条（第 16条第５項において準用する場合を含む。）

の規定により、宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「法」という。）第 37条第１項の規定によ

る中間検査の要否及び同法第 38条第１項の規定による定期報告の要否を通知します。 

 なお、市細則に基づく工程確認を行う工事の工程（市細則第 19条第１項及び第３項の規定によ

る届出及び現場等での確認が必要な工事の工程）については、横浜市の担当課（宅地審査課（市

街化区域の場合）又は調整区域課（市街化調整区域の場合））に確認してください。 

※ 「中間検査」、「定期報告」及び「市細則に基づく工程確認」の詳細については、「盛土規

制法の手引」及び窓口配布資料「開発許可・盛土規制法の許可・工作物確認を受けて工事を開

始するみなさま（工事施行者・工事監理者）へ」を参照してください。 

１ 許可（協議の成立）に係る宅地造成又は特定盛土等に関する工事 

許可（協議成立）年月日 

（変更許可（協議成立）年月日） 

年  月 日 

（ 年  月 日） 

許可（協議成立）番号 

（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第 号 

（ 指令第 号） 

２ 中間検査の要否（法第 37 条第１項） 

中間検査の要否 

□必要： 特定工程に係る工事を終えた日から４日以内の中間検査を申

請し、中間検査を受ける必要があります。また、特定工程後の

工程に係る工事は、中間検査の合格証の交付を受けた後でなけ

ればすることができません。 

※ 許可（協議の成立）に係る宅地造成又は特定盛土等が宅地

造成及び特定盛土等規制法施行令（以下「政令」という。）

第 23条に定める規模に該当し、かつ、当該宅地造成又は特

定盛土等に関する工事が特定工程を含む工事に該当します。 

□不要

中間検査が必要な 

特定工程 

□盛土をする前の地盤面に排水施設を設置する工事（暗渠排水工）

□切土をした後の地盤面に排水施設を設置する工事（暗渠排水工）

３ 定期報告の要否（法第 38 条第１項） 

定期報告の要否 

□必要： 許可（協議成立）の日から３か以内ごとに定期報告書（添付書

書類を含む。）を提出する必要があります。 

※ 許可（協議の成立）に係る宅地造成又は特定盛土等が政令第

23条に定める規模に該当します。 

□不要

（Ａ４） 
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規則外第 14号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 

土石の堆積に関する工事に係る許可証の添付書類 

（第１面） 

土石の堆積に関する工事に係る 
定期報告・工程確認について（通知） 

 許可（協議が成立）しました、次の１の工事について、横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法

施行細則（以下「市細則」という。）第 14条（第 16条第５項において準用する場合を含む。）

の規定により、宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「法」という。）第 38条第１項の規定によ

る定期報告の要否を通知します。 

 なお、市細則に基づく工程確認を行う工事の工程（市細則第 19条第２項及び第３項の規定によ

る届出及び現場等での確認が必要な工事の工程）については、横浜市の担当課（宅地審査課（市

街化区域の場合）又は調整区域課（市街化調整区域の場合））に確認してください。 

※ 「定期報告」及び「市細則に基づく工程確認」の詳細については、「盛土規制法の手引」及

び窓口配布資料「開発許可・盛土規制法の許可・工作物確認を受けて工事を開始するみなさま

（工事施行者・工事監理者）へ」を参照してください。

１ 許可（協議の成立）に係る土石の堆積に関する工事 

許可（協議成立）年月日 

（変更許可（協議成立）年月日） 

年  月 日 

（ 年  月 日） 

許可（協議成立）番号 

（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第 号 

（ 指令第 号） 

２ 定期報告の要否（法第 38 条第１項） 

定期報告の要否 

□必要： 許可（協議成立）の日から３か以内ごとに定期報告書（添付書

書類を含む。）を提出する必要があります。 

※ 許可（協議の成立）に係る土石の堆積が宅地造成及び特定盛

土等規制法施行令第 25条第２項に定める規模に該当します。

□不要

（Ａ４） 
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規則外第 15号様式（宅地造成及び特定盛土等規制法関係） 

土石の堆積を行うために必要な工事の完了届出書 
（届出先） 

横浜市長 

横浜市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第 19条第６項の規定により、土石の堆積を行
うために必要な工事が完了した旨を届け出ます。 

１ 工事施行者、工事施行区域及び工事に係る許可等 

届出年月日 年  月 日 

工事施行者 
（提出者） 

住所 

氏名 

電話 

工事施行区域の所在地（地番） 

許可（協議成立）年月日 
（変更許可（協議成立）年月日） 

年  月 日 
（ 年  月 日） 

許可（協議成立）番号 
（変更許可（変更協議成立）番号） 

指令第 号 
（ 指令第 号） 

土石の堆積前工事の着手年月日 年  月 日 

土石の堆積前工事の完了年月日 年  月 日 

備考 

受付欄 

（注意） 
１ 「工事施行者」の「住所」及び「氏名」の欄は、法人にあっては、本店又は主たる事務所の
所在地、商号又は名称並びに代表者の役職名及び氏名を記入してください。 

２ 受付欄は、記入しないでください。 
３ 別途、土石の堆積前の工事の施行状況報告書（規則第 25号様式）及び添付書類の提出が必要
です。 

（Ａ４） 
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規則外様式 

緊急連絡体制表 

□許可番号 第 

規 

宅規 

農規 

森規 

土規

開 

号 

□確認番号 確認－工よこはま 

現場所在地 区 

申請者

工事主 

築造主 

住所 

氏名 

工事施行者 

商号又は名称 

担当者(1) 

氏名 

連絡先１※1 

連絡先２※2 

担当者(2)※3 

氏名 

連絡先１※1 

連絡先２※2 

担当者(3)※3 

氏名 

連絡先１※1 

連絡先２※2 

設計者※3 

商号又は名称 

担当者 

氏名 

連絡先１※1 

連絡先２※2 

※１ 連絡先は、緊急連絡先の電話番号とします。

※２ 必要に応じ、別の緊急連絡先の電話番号を記入してください。

※３ 必要に応じ、記入してください。

（注意） 

 記入した個人情報については、都市計画法による開発許可、宅地造成及び特定盛土等規制法による

許可又は建築基準法による工作物（擁壁）確認を受けた工事に関する事項ついて、横浜市が工事施行

者及び設計者に連絡するために使用し、それ以外の目的には使用しません。 
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